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は　じ　め　に

　我が国の自殺者数は，平成10年以降，年間３万人前
後を推移しており，深刻な社会問題となっています。
　本市においても，毎年，200人前後の方が自殺で亡
くなられていますが，この現状や多くの自殺未遂者
や，家族，友人など周囲の人々への多大な影響を考え
ますと，非常に痛ましく，深刻な事態であります。

　国では，平成18年10月に「自殺対策基本法」が施
行され，同法に基づき，政府が推進すべき自殺対策の指針として翌年６月に「自
殺総合対策大綱」が閣議決定されるなど，国を挙げて自殺対策に取り組んでいま
す。

　本市では，平成19年12月に，自殺対策に関わる関係機関及び団体等で構成さ
れる「新潟市自殺対策協議会」を設置し，自殺に関する総合的な取り組みを進め
てきました。また，平成22年７月には，関係課で構成した「新潟市自殺総合対策
庁内推進会議」を立ち上げ，全庁的な自殺対策の取り組みを開始し，平成23年５
月に，「新潟市自殺総合対策庁内推進計画」を策定しました。

　このたび，この庁内推進計画を踏まえ，市民や関係機関・団体とのさらなる連
携強化を図りながら，効果的な自殺対策を推進するため，「新潟市自殺総合対策
行動計画」を策定しました。
　　
　今後は，この新たな計画に基づき，市民や地域，学校，関係機関・団体と行政
が一丸となって総合的な自殺対策に取り組み，市民が生きがいをもって暮らすこ
とのできる「安心・安全のまちづくり」を目指していきたいと考えています。

　終わりに，この計画の策定にあたり，ご尽力をいただきました新潟市自殺対策
協議会の委員の皆さまに心より感謝申し上げますとともに，計画実現に向けて，
市民の皆さまのご支援とご協力をお願いいたします。

　平成24年3月
新潟市長　篠　田　　　昭　
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章
１．自殺者数及び自殺死亡率（人口10万人対）の推移

⑴　自殺者数の推移（新潟市と全国の比較）

　本市における自殺者数は，平成10年以降，年間200人を越え，平成21年には，233人

となり，その後も依然として高い水準で推移しています。男性は女性の約３倍となって

います。

【図１】自殺者数の推移（全国と新潟市）

【図２】男女別における自殺者数の推移（新潟市）
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⑵　年齢階級別の自殺者数の状況

　本市における性・年齢階級別の自殺者数については，平成19年から平成22年までの

４年間をみると，男性においては，40代から60代の中高年層が多い傾向にあります。

　また，女性においては，50代から70代の中高年層が多い傾向にあります。

【図４】平成19年～平成22年における年代別自殺者数の推移（女性）
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【図３】平成19年～平成22年における年代別自殺者数の推移（男性）
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⑶　自殺者数と交通事故死者数の推移

　平成13年から平成22年の過去10年間の自殺者数は，交通事故死者数の５倍から６倍

となっています。

・	日本人を対象とし，住所地を基に死亡時点で計上しています。

・	自殺，他殺あるいは事故死のいずれか不明な時は自殺以外で処理しています。

・	総人口（外国籍市民も含む）を対象にしており，死亡発見地を基に死亡死体発見

時点で計上しています。

・	捜査等により，死亡した理由が自殺であると判明した時点で，自殺統計原票を作

成し計上しています。

▪厚生労働省「人口動態統計」

▪内閣府「地域における自殺の基礎資料」

厚生労働省「人口動態統計」と
内閣府「地域における自殺の基礎資料」の相違点

【図５】自殺者数と交通事故死者数の推移（新潟市）
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⑷　自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数）の推移
　　（新潟市と新潟県と全国との比較）

　本市における自殺死亡率は，全国の自殺死亡率と比較すると，平成20年及び平成22年

は，全国平均より低くなりましたが，その他の年は，全国平均より高い傾向にあります。

　本市における自殺者数は，平成22年は，188人，自殺死亡率は，23.3と政令指定都市

中６番目で，依然として高い水準となっています。
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【図６】自殺死亡率の推移（人口10万人対）

【図７】平成22年政令指定都市自殺者数及び自殺死亡率（人口10万人対）
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⑸　区別の自殺者数及び自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）の推移

　新潟市の区別の自殺者数を見ると，平成21年においては，中央区が59人，東区が44

人，平成22年においては，西区が46人，東区が35人と高くなっています。

　男女別の自殺者数については，男性の自殺者数が，女性の2.7倍となっています。

　また，自殺死亡率については，平成21年においては，北区が38.4，西蒲区が38.3，

平成22年においては，南区が35.7，秋葉区が33.1と高くなっています。区別の自殺者

数及び自殺死亡率については，年ごとの変動が大きいため，今後さらに分析を続けると

ともに，5年10年と推移を見ていきます。

【図９】平成22年における男女別自殺者数
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【図８】平成21年・22年における区別の自殺者数の推移
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【図10】平成21年・22年における区別の自殺死亡率（人口10万人対）の推移
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２．自殺の原因・動機の状況

　新潟市での平成22年の自殺者の原因・動機は，不詳を除き，健康問題が多く，次いで

経済・生活問題が多くなっており，全国と同様の傾向です。全国的には，平成22年警察

庁統計における自殺の原因・動機別内訳をみると，健康問題が第1位で，その内訳では

精神疾患，なかでもうつ病が一番多く，その他統合失調症やアルコール依存症なども自

殺の大きな要因と考えられます。

0 20 40 60 80 100

7

【図11－2】原因・動機別自殺者数（全国と新潟市）

【図11】原因・動機別自殺者数の構成割合（全国と新潟市）
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【図12】平成22年警察庁統計における全国の自殺の原因・動機別内訳

３．自殺者の職業別の状況

　新潟市における平成２２年の自殺者の職業別状況をみると，被雇用者・勤め人が多

く，次いでその他の無職者が多くなっており，全国と同様の傾向となっています。
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【図13】自殺者の職業別の構成割合（全国と新潟市）
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１．自殺対策の基本的な取り組みの4つの柱

⑴　実態把握 － 効果的かつ具体的な対策につなげるために

⑵　普及啓発 － 心の健康づくり・自殺予防の知識や情報を広めるために

⑶　人材育成 － 自殺の危険性の高い人に適切な対応を行うために

　内閣府の「地域における自殺の基礎資料」や厚生労働省「自殺対策のための自殺
死亡の地域統計」，新潟県警察からの自殺統計資料や既存の各種資料の利活用を促
進し，具体的な対策につなげます。
　特に，自殺の危険性が非常に高いといわれている自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ
ため，自殺未遂者実態把握調査結果を活用し，明確になった介入ポイントに重点的
にアプローチを行うことで，効果的かつ具体的な対策につなげます。
　また，各関係機関からの情報提供や関係機関・団体との協力と連携を強化する中
で自殺の実態把握と分析を行い，充実した支援につなげます。

　市民一人ひとりが，心の健康の重要性を認識するとともに，自らの心の不調に気づき，
適切に対処できるよう，家庭，職場，地域，学校における心の健康づくりを推進します。
　「自殺は追いつめられた末の死」「自殺は防ぐことができる」「自殺を考えてい
る人は悩みを抱えながらもサインを発している」という自殺対策の基本認識につい
ての３つのメッセージを市民全体に広めていきます。また，市民一人ひとりから自
殺対策の主役となってもらうため，自殺を考えている人のサインに気づいたとき
に，利用可能なサービスや医療機関，相談窓口などに適切につなげることができる
よう，自殺予防に関する正確な知識や情報の普及に努めます。

　市民をはじめ保健，医療，福祉，教育，法律，産業，労働，商業，農業，宗教，
地域コミュニティ，マスメディアなど自殺対策に携わる多様な分野の関係機関・団
体を対象に，「自殺の危険性の高い人を早期に把握して，適切な対応を行う」人材
（ゲートキーパー）を養成し，早期対応ができる体制の充実を図ります。
　市民レベルから専門職にわたるゲートキーパーや，それらの人材を育成する指導
者養成研修を実施するなど，段階的な「気づき」「傾聴」「つなぎ」「見守り」が
できる人材育成の体制づくりを目指します。

　本計画では，本市の自殺の現状を踏まえ，新潟市自殺対策協議会で示された今後の基本的
な取り組みとして，「実態把握」，「普及啓発」，「人材育成」，「連携体制の強化」の４
項目を自殺対策の柱として具体的な取り組みを推進していきます。

9
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⑷　連携体制の強化－ 総合的に自殺対策を推進するために
　自殺の原因はひとつではなく，様々な要因が複雑に絡み合っていることから，関
係機関との密接な連携と協力の中で，総合的に自殺対策を推進していく体制が求め
られます。様々な関係機関の代表から構成されている新潟市自殺対策協議会を核に
して，総合的・一体的に自殺対策を推進するとともに，実務者レベルのチームによ
る自殺対策実務者ネットワーク会議を活用した，柔軟でゆるやかなかつ機動力のあ
る支援を行ないながら，地域における連携体制を強化していきます。

注１）自殺者数及び自殺死亡率については，厚生労働省の人口動態統計による
注２）自殺死亡率は，人口 10万人当たりの自殺者数

平成 17年

201 人 233 人 188 人 160 人以下

24.9 28.7 23.3 19.9 以下

平成 21年 平成 22年 平成 28年

自　殺　者　数　注 1

自殺死亡率　注2

２．計画期間と数値目標

⑴　計画期間

⑵　数値目標

　計画期間を，平成24年度から平成28年度までの５年間とします。

　数値目標は，平成28年の新潟市の自殺者数を160人以下，自殺死亡率を19.9以下とし
ます。
　これは，自殺総合対策大綱における数値目標である，「基準年である平成17年の自殺
死亡率を20％以上減少させること」を実現するため，自殺死亡率の目標値を定めるとと
もに，自殺者数についても平成17年の自殺者数を20％以上減少させることを，数値目
標として設定したものです。

⑶　計画の見直し及び進行管理
　自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱の見直し等がされたときは，必要に応じて，こ
の計画の見直しを行うものとします。
　また，平成28年より前に目標を達成したときは，計画期間の中途においても数値目標
の見直しを行います。
　なお，この計画の推進に当たっては，自殺対策に関わる関係機関及び団体等で構成さ
れる新潟市自殺対策協議会及び新潟市自殺総合対策庁内推進会議を開催し，随時行動計
画の進捗状況等について確認を行いながら進行管理をします。
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１．自殺の実態を明らかにする

【重点目標】

【現　　状】

▪　自殺の実態や傾向を把握し，効果的な自殺対策へつなげよう

　自殺を予防するためには，自殺と関連する要因を理解し，これらの要因のうち，
危険因子を取り除くことが必要です。また，自殺については，地域の特性も影響す
るため，地域の自殺の実態を明らかにし，地域ごとの危険因子を理解することによ
り，地域の特性に応じた効果的な自殺予防活動の実施が可能となります。
　地域の実情に応じて，自分たちの生活する場が抱えている問題に焦点を当てて，
実施可能なことから始めていくことが重要です。

　新潟市においては，毎年，200人前後の方々が自殺で亡くなり，平成21年において
は，自殺者数が233人，自殺死亡率は28.7と政令指定都市の中で最も高い自殺死亡率と
なりました。また，平成22年においては，自殺者数が188人と前年より45人減少し，自
殺死亡率（人口10万人対）は23.3となりましたが，依然として高い水準で推移していま
す。（第1章　新潟市における自殺の実態P.１ 図１,２　P.４ 図６ 参照）
　自殺は，個人の自由な意思や選択の結果と思われがちですが，実際には，健康問題，
経済・生活問題，家庭問題など，様々な要因が複雑に関係しており，自殺対策を推進す
る上で，自殺の実態を明らかにし，その実情に即した施策を展開することが必要となり
ます。
　自殺に至る原因・動機等については，まだ明らかにされていない部分もありますが，
地域の実情に即した効果的な自殺対策を推進するため，自殺の実態把握の調査分析につ
いて引き続き取り組んでいくことが重要となります。（P.７ 図11 参照）
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▪	自殺は身近な問題であることを知ろう

▶ P.12　説明１－①

▪	自殺対策の基本的な認識を知ろう

▶ P.15　説明１－④

【市民の行動目標】

【説明１－①】　▼全国の年代別の自殺の特徴と自殺対策の方向

　自殺は身近な問題で，年代により要因が異なるため，年代ごとの特徴を踏まえた自殺
対策を考える必要があります。

▪	自殺の実態を知ろう

▶ P.12　説明１－①
P.13　説明１－②
P.14　説明１－③
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【説明１－②】　▼新潟市の自殺の実態を把握するためには

◎P.1「第１章 新潟市における自殺の実態」のほかに，P.124「資料編」「資料6 
新潟市人口動態統計調査死亡小票に基づく自殺の実態調査」をご覧ください。
◎地域や各種団体の集まりに各種講座として，「市政さわやかトーク」を，新潟市
こころの健康センターに申し込んでください。
　　【申込み】	電　 話：０２５－２３２－５５８０
	 Ｆａｘ：０２５－２３２－５５６８
	 E-mail ：kokoro@city.niigata.lg.jp
◎新潟市こころの健康センターが開催する講演会やイベントにご参加ください。
　　【参考：平成23年度実績】
　　　新潟市自殺対策フォーラム　　　　　　　　　平成23年９月24日
　　　精神保健福祉業務新任者研修会　　　　　　　平成23年12月２日
　　　自殺対策研修会（医療関係者向け）　　　　　平成24年１月28日
　　　新潟市自殺予防ゲートキーパー研修会　　　　平成24年２月18日

中
高
年
（
30
歳
～
64
歳
）

高
齢
者
（
65
歳
以
上
）

　中高年は家庭・職場の両方で重要な位置を占める一方，親との死別や退職などの大きな喪
失体験を迎え，心理的・社会的に負担を抱えることが多い年代です。特に仕事に関して強い
不安やストレスを感じている労働者は多く，また，女性は出産や更年期などで，心の健康を
損ないやすいといわれています。また，調査の要因分析から，借金などの社会的問題を抱え
た人の背景に，アルコールの問題が多く存在することも見えてきました。
　心理的・社会的ストレスに対応する心の健康づくり，長時間労働や失業などの社会的要因
に対する取り組み，うつ病の早期発見，早期治療が重要となります。

　特徴として，慢性疾患による継続的な身体的苦痛や将来への不安，身体機能の低下に伴う
社会や家庭での喪失感，近親者の喪失体験，介護疲れなどによるうつ病が多いといわれてい
ます。
　また，調査の要因分析から，身体的不調を訴え医療機関を受診する機会は多いが，うつ病
などであっても精神科を受診していない人が多いという課題が浮かび上がってきています。
　かかりつけ医のうつ病等精神疾患の診断技術の向上，健診を利用したうつ病の早期発見，
高齢者の生きがい対策や在宅介護者への支援の充実も重要となります。

年代別

青　

少　

年

（
30
歳
未
満
）

自殺に関連する要因の分析結果・自殺者の特徴と自殺予防の支援のポイント

　思春期は精神的な安定を損ないやすく，青少年期に受けた心の傷は生涯にわたり影響する
ため，青少年の自殺対策は重要です。
　また，調査の要因分析から，不登校・いじめ・親との離別など学校・家庭で様々な問題を
経験している者，精神疾患を有する者，治療薬として処方された向精神薬を過量摂取した者
が多いことなどが特徴としてあがってきています。
　青少年の心の健康の保持・増進や，良好な人格形成への支援を行うことが適切な自殺予防
につながります。
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◆防御因子(自殺を防ぐ因子)

心身の健康

安定した社会生活

支援の存在

利用可能な社会制度

医療や福祉などのサービス

適切な対処行動

周囲の理解

支援者の存在

その他

心身ともに健康であること

良好な家族・対人関係，充実した生活，経済状況，地域のつながりな
ど

本人を支援してくれる人がいたり，支援組織があること

社会制度や法律的対応など本人が利用できる制度があること

医療や福祉サービスを活用していること

信頼できる人に相談するなど

本人を理解する人がいる，偏見をもって扱われないなど

本人を支援してくれる人がいたり，支援組織があること

本人・家族・周囲が頼りにしているもの，本人の支えになるようなも
のがあるなど

（内閣府　ゲートキーパー養成研修用テキストより抜粋）

◆危険因子（自殺につながりやすい因子）

過去の自殺企図・自傷歴

喪失体験

苦痛な体験

職業問題・経済問題・
生活問題

精神疾患・身体疾患の罹患
およびそれらに対する悩み

ソーシャルサポートの欠如

自殺企図手段への容易な
アクセス

自殺につながりやすい
心理状態

望ましくない対処行動

危険行動

その他

身近な者との死別体験など

いじめ，家庭問題など

失業，リストラ，多重債務，生活苦，生活への困難感，不安定な日常
生活，生活上のストレスなど

うつ病など精神疾患や，身体疾患での病苦など

支援者がいない，社会制度が活用できないなど

危険な手段を手にしている，危険な行動に及びやすい環境があるなど

自殺念慮，絶望感，衝動性，孤立感，悲嘆，諦め，不信感など（参照．
自殺を考えている人の心理【省略】）
「自殺を考えている人の心理については，内閣府ホームページ　http://
www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/kyoukagekkan/gatekeeper_
text.html　よりゲートキーパー養成研修用テキスト P. ６を参照して
ください。」

飲酒で紛らわす，薬物を乱用するなど

道路に飛びだす，飛び降りようとする，自暴自棄な行動をとるなど

自殺の家族歴，本人・家族・周囲から確認される危険性など

【説明１－③】　▼自殺につながりやすい因子と自殺を防ぐ因子
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【説明1－④】　▼自殺対策の基本的な認識

　WHO（世界保健機関）が「自殺は，その多くが防ぐことのできる社会的な問題であ
る」と明言しているように，自殺は社会の努力で避けることのできる死であるというこ
とが，世界の共通認識となっています。自殺総合対策大綱は，次の3つの基本的な認識
を示して，自殺対策を推進しています。

【自殺総合対策大綱】

◆自殺は追い込まれた末の死
◎多くの自殺は個人の自由意思や選択の結果ではなく，社会的要因を含む様々な要
因が複雑に関係して，耐えられないほどの苦痛な状況から逃れるために死しかな
いなど，心理的に追い込まれた末の死といわれています。

◎自殺者の多くは，自殺の直前にうつ病等の精神疾患を発症しており，これらの精
神疾患の影響により正常な判断を行うことができない状態となっています。

◆自殺は防ぐことができる
◎経済・生活問題，健康問題，家庭問題等自殺の背景・原因となる様々な要因のう
ち失業，倒産，多重債務，長時間労働など，制度・慣行の見直しや相談・支援体
制の整備，充実という社会的な取り組みにより自殺を防ぐことが可能です。

◎健康問題や家庭問題等一見個人の問題と思われる要因であっても，社会的な支援
を差し伸べることにより自殺を防ぐことが可能となります。なかでもうつ病，ア
ルコール依存症，統合失調症には有効な治療法があり，この3種の精神疾患の早
期発見，早期治療に取り組むことにより自殺者を減らすことができるといわれて
います。

◎心理的な悩みを引き起こす様々な要因に対する社会の適切な介入や，うつ病等の
精神疾患に対する適切な治療により，多くの自殺を防ぐことができます。

◆自殺を考えている人は悩みを抱えながらもサインを発している
◎精神疾患に対する偏見などから，自殺を図った人が精神科医等の専門家を受診し
ている例は少ないとされ，特に中高年男性は心の問題を抱えやすい上，相談する
ことの抵抗感から，問題を深刻化しがちであるといわれています。

◎死にたいと考えている人は心の中では｢生きたい｣という気持ちとの間で激しく揺
れ動いており，不眠，原因不明の体調不良など，自殺の危険を示すサインを発し
ています。

◎自殺を図った人の家族や職場の同僚など身近な人は，自殺のサインに気づいてい
ることも多く，このような市民一人ひとりの気づきを自殺予防につなげていくこ
とが課題です。
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①　自殺（未遂者）の実態把握
　〇自殺未遂者実態把握調査

②　既存資料の利活用の推進
　〇人口動態統計及び警察統計の活用

③　自殺対策に関する情報の提供
　〇本市における自殺の現状等の情報提供体制の充実

①　自殺（未遂者）の実態把握
　〇自殺未遂者実態把握調査

【市の取り組み】

【関係機関の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　自殺未遂者等に対する支援体制の充実につなげるため，市内救急病院等の協力を
得て，自殺既遂者・未遂者に関する実態調査を行います。

　人口動態統計及び警察統計において，自殺に関する実態及び各区の特徴や傾向を
把握します。

　自殺の実態について自殺対策協議会，庁内推進会議，講演会，研修会等，ホームペー
ジ等を通じて情報提供します。

　自殺未遂者等に対する支援体制の充実につなげるため，市内救急病院等の協力を
得て，自殺既遂者・未遂者に関する実態調査を行います。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

関係機関

こころの健康センター

こころの健康センター

こころの健康センター

新潟大学医歯学総合病院高次救命災害
治療センター，新潟市民病院救命救急
センター

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

市　民

市　民

市　民

市　民
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②　既存資料の利活用の推進
　〇人口動態統計及び警察統計の活用

　〇労働基準行政における調査結果の活用

事業概要

事業概要

　人口動態統計及び警察統計において，自殺に関する実態及び各区の特徴や傾向を
把握します。

　労働基準行政機関で実施している各事業場におけるメンタルヘルスケアの取り組
み状況に関する調査結果を把握します。

関係機関

関係機関

新潟県警

新潟労働基準監督署

対　　象

対　　象

市　民

事業場

17

❒　「厚生労働省における人口動態統計」や「警察統計」，「自殺未遂者実態把握調査」を
活用し，原因動機別や地域の実態等の総合的な分析に努めます。

❒　自殺の実態の調査，研究，分析結果に基づき，地域の実情に沿った効果的な自殺対
策を展開していきます。

❒　多くの市民から，自殺が地域の身近かな問題であることを理解してもらえるよう，
自殺の実態について，あらゆる機会を通じ情報発信をしていきます。

【今後の取り組み】
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２．市民一人ひとりの気づきと見守りを促す

【重点目標】

【現　　状】

▪　命の大切さとともに，自殺の危険を示すサインや，危険に気づいたときの対処方法
を身につけよう

▪　自殺予防について偏見をなくし理解を深めるため，正しい知識を身につけよう

▪　うつ病などの精神疾患に関する正しい知識を学ぼう

　人の命は何物にも代えがたく，自殺は本人にとってこの上ない悲劇であるだけで
なく，家族や周りの人々に大きな悲しみと生活上の困難をもたらし，社会全体に
とっても大きな損失です。
　市民一人ひとりが自殺予防の視点を持って主体的に取り組むことで，自殺を考え
ている人を一人でも多く救うことができます。
　私たちは日々いろいろな悩みを抱えて暮らしています。市民一人ひとりが自殺予
防の知識を持ち，悩んでいる人に気づき，声をかけ，話を聞いて，必要な支援につ
なげ，見守るなど，自らできることから，積極的に取り組んで行くことが必要で
す。
　多くの自殺者はうつ病，アルコール依存症などの精神疾患を発症しており，なか
でもうつ病の割合が多い実態があります。うつ病は有効な治療法が確立しています
ので，早期に発見し，適切な治療につなげるための取り組みが特に重要です。

　現代の社会・経済状況の中で個人を取り巻く環境も多様化・複雑化し，ストレスを感
じる機会も多くなっています。そのような中で，心の健康状態が悪化し，精神疾患に罹
患してしまうことも多く，なかでもうつ病の割合が高い状況にあります。経済環境，雇
用環境の悪化などに伴い，うつ病になる人が年々増加しています。
（P.20 図２‐①参照）
　また，精神疾患の状態の悪化から，自殺の要因につながる可能性もあります。しか
し，精神疾患や自殺についての知識不足などから，自殺の危険を示すサインや危険に気
づいた時の対処方法等が分からず，どのように対応したらよいか困惑してしまうことも
あります。
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【市民の行動目標】

19

▪	市民一人ひとりが正しい知識を学ぼう

▶ P.21　説明２－①
P.22　説明２－②，③
P.23　説明２－④

▪	「眠れてますか？」など，自分にできる声かけ
をしよう

▶ P.23 ～ 24　説明２－④，⑤

▪	家族や仲間の変化に気づいて，声をかけ，見守ろ
う

▶ P.23　説明２－④

▪	必要に応じ，専門家につなげよう

▶ P.21　説明２－①
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【図２－①】 ▼うつ病・躁うつ病の患者数の推移
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【説明２－①】　▼うつ病についての知識 　その１

　うつ病や自殺について正しい理解を深め，身近にいる人のうつ病の症状や自殺を考え
ている人のサインに気づき，専門家につなぎ，見守っていく市民一人ひとりの役割が重
要となってきます。

　うつ病は，憂うつ感や無気力な状態が長く続き，回復せず，日常生活に支障をき
たすようになってしまう病気です。うつ病の症状としては次のページのような心や
からだの不調が見られます。
　うつ病は誰でもなる可能性があり，決して珍しい病気ではありません。
　図２－②のように，うつ病は脳内神経伝達物質の働きが低下して活力不足とな
り，様々な症状が出てくるため，治療が必要になります。
　精神科医などの専門医の診断と薬物治療と十分な休養が必要となります。

【図２－②】　▼うつ病についての知識   その２

うつ病の発症
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【説明２－②】　▼うつ病の症状について

【うつ病の症状について】
　疾患としてのうつ病にかかっているのであれば，下記の症状のうち，少なくとも
２項目が最低２週間にわたってあてはまります。

　□いつもと違う悲しい気持ちが消えない
　□以前は楽しめていた活動が楽しめず，興味が持てない
　□エネルギーの欠如，疲れやすい
　
　　さらに，うつ状態にある人は以下のような症状もあります。

　□自分に自信がもてない，自分を大切に思えない
　□現実に失敗したわけではないのに罪悪感がある
　□死にたいと思う
　□集中したり，物事を決めたりするのが困難
　□動きが緩慢になったり，興奮して，じっとしていられないことがあったりする
　□眠れない，または眠りすぎる
　□食べることに興味がわかない，時々食べ過ぎてしまうこともある
　　食習慣の変化によって体重の増減がある

（出典：内閣府　誰でもゲートキーパー手帳第１版より）
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【説明２－③】　▼うつ病の方への対応

【周囲の対応】
◦不用意に励まさないで，温かく
見守る 

◦気をつかいすぎず，相手のペー
スにあわせる

◦考えや決断を求めないようにす
る

◦外出や運動などの気晴しを無理
にすすめない

◦重要な決定は先のばしにさせる
◦自殺をほのめかすような本人の
言動に注意する

◦うつになった原因を追及しすぎ
ない

【家族の対応】
◦なまけではない，心の病気がそ
うさせていると考える

◦批判的な言動を慎む，「提案
型」で話しかける

◦さりげない気遣いが大切
◦適切な距離を持つ　あたたかな
無関心

◦うんざりしない，気長に待つ
◦自分だけで解決できると思わな
い

◦きちんと薬をのむように気をつ
けてあげる

◦自殺はしないと約束してもらう 
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【説明２－④】　▼自殺のサイン

（次のようなサインを数多く認める場合は，自殺の危険が迫っています。）
１	　うつ病の症状（気分が沈む，自分を責める，仕事の能率が落ちる，決断でき
ない，不眠が続く）

２	　原因不明の身体の不調が長引く
３	　酒量が増す
４	　安全や健康が保てない
５	　仕事の負担が急に増える，大きな失敗をする，職を失う
６	　職場や家庭でサポートが得られない
７	　本人にとって価値あるもの（職，地位，家族，財産）を失う
８	　重症の身体の病気にかかる
９	　自殺を口にする
10	　自殺未遂におよぶ

【自殺のサイン（自殺予防の十箇条）～あなたはいくつ知っていますか】

【大切な人の悩みに，気づいてください】

　自殺を考えている人は多くの場合，「生きたい」という気持ちとの間で，死の瞬
間まで死のうか止めようかと激しく揺れ動いており，心理的に追い込まれていく中
で，言葉や行動で自殺のサインを発信させています。このような市民一人ひとりの
身近にいる人の自殺のサインに対する気づきを問題に応じた専門家につなげていく
ことが大切です。

（内閣府　誰でもゲートキーパー手帳第１版）
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どう声かけをしたら良いか悩んだら…
　◦眠れてますか？
　◦どうしたの，なんだか辛そうだけど…
　◦どうしたの。何を悩んでいるの。よかったら，話して。
　◦元気なさそうだから心配してたんだ…。

（出典：内閣府　誰でもゲートキーパー手帳第１版より）

①　自殺予防対策における普及啓発の推進
　〇自殺予防対策における普及啓発

②　うつ病等における講演会等の実施
　〇自殺やうつ病等の精神疾患に関する知識の普及啓発

【市の取り組み】

事業概要

事業概要

　自殺予防対策を周知するため，自殺対策フォーラムや自殺防止街頭キャンペーン，
各種リーフレットの配布，メンタルヘルスに関する情報提供等において，幅広い年
齢層に，うつ病や自殺のサインについて等の知識の普及啓発を行います。

　自殺やうつ病等の精神疾患に関する，正しい知識の普及を図るため，各種講座や
講演会等を実施します。

担　当　課

担　当　課

こころの健康センター，福祉総務課，
区役所健康福祉課，区役所保護課，
中央図書館，生涯学習課

こころの健康センター，区役所健康福
祉課，地域保健福祉センター，
中央図書館

対　　象

対　　象

市　民

市　民・庁内関係職員

【お互いに声をかけあい，寄り添い，支え合おう】
　あなたの大切な人の様子が“いつもと違う”とき… 
　　まずは「声かけ」が重要です。

【説明２－⑤】　▼自分にできる声かけを！

　市民一人ひとりの「気づき」を生かすために，それぞれの立場で声かけなどできるこ
とから，主体的に実行することが求められます。
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　〇情報モラルの指導・啓発

　〇ＨＩＶに関する健康教育やエイズ啓発イベント・キャンペーンの実施

事業概要

事業概要

　インターネットや携帯電話等の急速な普及に伴い，子どもたちが安心・安全な情
報を利用できるように情報モラル教育の充実を図るとともに，市民にインターネッ
トの危険性やフィルタリング等の必要性を啓発します。

　思春期から性教育を通して，ＨＩＶ感染者・エイズ患者の現状・最新の医療状況
などの情報提供を行うとともに，一般市民に対しても，偏見，差別をなくすよう啓
発イベントを実施します。

担　当　課

担　当　課

生涯学習課，生涯学習センター，
公民館，学校支援課

保健所保健管理課

対　　象

対　　象

市　民

市　民

①　うつ病等における講演会等の実施
　〇公開講座・啓発事業

【関係機関の取り組み】

事業概要 　自殺予防の意識を高めるため，講演会やコンサートを実施します。

関係機関 新潟いのちの電話対　　象 市　民

③　情操教育等の充実
　〇人権や命の大切さについての普及啓発

事業概要
　各世代に人権や生きがいについて講座を実施するとともに，思春期教育，健康教
育において，命の大切さについて考える機会を併せて提供します。

担　当　課
生涯学習センター，公民館，学校支援
課，保健所健康増進課，区役所健康福
祉課，地域保健福祉センター

対　　象 市　民
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❒　市民一人ひとりに，自殺は身近に起こる社会問題であり，社会全体で取り組むべき
課題であるという意識を持っていただくために，9月の新潟市自殺対策推進月間に合
わせ，様々な媒体と機会を活用し啓発活動を行います。

❒　幅広い市民の主体的な参加による啓発事業の実施により，いのちの大切さとともに，
自殺の危険を示すサインや危険に気づいた時の対処方法等について，市民の理解を促
進していきます。

❒　自殺問題や精神疾患に対しての偏見をなくし，周囲の正しい理解がさらに得られる
よう，市民を対象とした講演会や研修会を継続し，幅広い年齢層にうつ病をはじめと
する精神疾患の正しい知識の普及や理解の促進を図ります。

❒　人とのつながりを深め，見守りのできる地域づくりを目指し，身近な人の様子が“い
つもと違うとき”に「眠れてますか？なんだか辛そうだけど体大丈夫ですか？」など
の声かけや，日ごろから明るく笑顔で行うあいさつ運動を定着させるなど，市民一人
ひとりが，それぞれの立場で気軽にできる取り組みを推進します。

【今後の取り組み】
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３．早期対応の中心的役割を果たす人材（ゲートキーパー）
　を養成する

【重点目標】

【現　　状】

▪　市民一人ひとりがそれぞれの立場で，声かけや見守りなど，自分なりにできること
から進んで行動しよう

▪　自殺予防の普及啓発や自殺の危険性の高い人に適切に対応できるゲートキーパーに
なろう

　多くの市民が，自分のまわりにいるかもしれない自殺を考えている人のサインに
いち早く気づき，専門家につなぎ，その支援を受けながら見守っていけるようにす
ることが重要です。
　日常の心の変化に気づくことのできる身近な家族や同僚が，よき理解者及び支援
者になりましょう。
　市民一人ひとりが自殺予防の主役となるよう，広報活動や教育活動に取り組む必
要があります。
　自殺対策の中心的役割を果たすゲートキーパーは，自殺の危険性の高い方への対
応能力の向上をはかるために，積極的に情報収集に努め，研修会に参加しましょ
う。

　現代社会において，うつ病などの精神疾患の患者数は年々増加しています。治療が必
要な状態に陥っても，誰にも相談することなく，症状を悪化させてしまい，問題を深刻
化してしまうことがあり，自殺の要因となる可能性があります。
　自殺の危険性が高い人の早期発見・早期対応を行うため，その中心的な役割を担う人
材として，自殺の危険を示すサインに気づき，具体的かつ適切な支援ができる｢ゲート
キーパー（注）｣が必要となります。

（注）ゲートキーパーは，悩んでいる人に気づき，声をかけ，話を聞いて必要な支援につなげ見守る人
　　　のことです。
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【市民の行動目標】

▪	ゲートキーパーの役割を理解し，ゲートキー
パーになろう

▶ P.29　説明３－①，②

▪	自殺のサインに気づき，適切な対応をとれるよ
うになろう

▶ P.29 ～ 31 　説明３－③，④，⑤

▪	自殺予防のゲートキーパー同士つながろう

▶ P.30 ～ 31　説明３－④，⑤
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【説明３－①】　▼ゲートキーパーの役割

【説明３－②】　▼ゲートキーパーに必要とされる支援

　地域の複雑な課題に対応し包括的に支えるために，様々な角度から，多様な支援を行
うゲートキーパーが重要な役割を果たします。悩んでいる人に接する機会のある市民や
民生委員，地域のボランティアや関係機関の皆さんは，誰でも，ゲートキーパーとして
の役割を担うことができます。

【キーワード】
◦気づき ：家族や仲間の変化に気づいて，声をかける 
◦傾聴 　：本人の気持ちを尊重し，耳を傾ける 
◦つなぎ ：早めに専門家に相談するように促す 
◦見守り ：温かく寄り添いながら，じっくりと見守る

◦専門職（精神医療・専門機関）など
◦高い専門性，問題解決

◦医療・福祉，相談機関など
◦問題の抽出，対応，連携

◦住民組織，ボランティアなど
◦見守り，共生，気軽な相談

岩手医科大学医学部神経精神学科講座　講師 大塚耕太郎氏 講演資料より

専　門　的

一　般　的

29

【説明３－③】　▼話の聴き方（傾聴）

【まずはしっかりと悩みに耳を傾けましょう】
◦話せる環境を作りましょう。
◦心配していることを伝えましょう。
◦悩みを真剣な態度で受け止めましょう。
◦誠実に，尊重して相手の感情を否定せずに対応しましょう。
◦話を聞いたら｢大変でしたね｣とか｢よくやってこられましたね｣というように，
ねぎらいの気持ちを言葉にして伝えましょう。
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【説明３－④】　▼相談窓口への紹介（つなぎ）について

◦紹介にあたっては，相談者に丁寧に情報提供をしましょう。
◦相談窓口に確実につながることができるように，相談者の了承を得たうえで，可
能な限り連携先に直接連絡を取り，相談の場所，日時等を具体的に設定して相談
者に伝えるようにしましょう。

◦一緒に連絡先に出向くことが難しい場合には，地図やパンフレットを渡したり，
連携先へのアクセス（交通手段，経費等）等の情報を提供するなどの支援を行い
ましょう。

◦連携した後も，必要があれば相談にのることを伝えましょう。

（出典：内閣府　誰でもゲートキーパー手帳第１版より）

【説明３－⑤】　▼ゲートキーパーの対応法を身につける5つのステップ

　ゲートキーパーとして適切な支援が提供できるよう，どのような支援を提供すべき
か，どのように行動すべきか，という対応法を身につける必要があります。

こころの健康『　　　　　　　』５つの基本ステップ

　 すく（リスク）評価

◦　自殺の方法について計画を練っているか，実行する手段を有しているか，
過去に自殺未遂をしたことがあるか，を評価しましょう。

◦　「消えてしまいたいと思っていますか」「死にたいと思っていますか？」
とはっきり尋ねてみることが大切です。

　 んだん（判断），批評せず話を聴く

◦　どんな気持ちなのか話してもらうようにしましょう。責めたり弱い人だと
決めつけたりせずに話しをよく聴きましょう。

◦　この問題は弱さや怠惰からくるのではないことを理解しましょう。

り

り は あ さ る

は
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　 んしん（安心），情報を与える

◦　現在の問題は，弱さや性格の問題ではなく，医療の必要な状態であるこ
と，決して珍しい病気ではないことを伝えましょう。

◦　適切な治療で良くなる可能性があることも伝えましょう。

　 ぽーと（サポート）を得るよう勧める

◦　心療内科や精神科を受診するように勧めてみましょう。
◦　｢心の問題が体に関係することもあるので，専門家に心のことも相談して
みましょう｣といった言い方が，受診への抵抗感を減ずるかもしれません。

せ　  ふへるぷ（セルフヘルプ）

◦　アルコールをやめる，軽い運動をする，リラクゼーション法（ゆっくりと
呼吸をする，力を抜く等）などを行うことによって，メンタルヘルスの問題
による症状が緩和されることがあります。

◦　家族などの身近な人に相談をすることや，自助グループへの参加を勧めて
みたりするのもよいかもしれません。

（出典：内閣府　誰でもゲートキーパー手帳第１版より）

あ

さ

る
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①　市職員を対象とした自殺予防対策研修会の実施
　〇自殺対策庁内研修会

②　かかりつけ医などを対象にうつ病診療の知識や技術の向上
　〇かかりつけ医などを対象とした研修会

③　身近な地域のゲートキーパー養成研修会の実施
　〇ゲートキーパー養成研修会

　〇教職員に対する指導力向上研修会

【市の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　市職員全員に対し，自殺の危険性がある人と接する機会があるという意識を持つ
ことを目的とし，対象者別に研修会を実施します。

　自殺の危険性を抱えている市民の早期発見・早期治療，適切なうつ病診療の知識
や技術及び精神科の専門の医師との連携方法等を習得するため，医師等の医療関係
職員を対象に研修会を実施します。

　自殺の危険性が高い人に接する機会の多い職種を対象として，早期対応の中心的
な役割を果たし，自殺予防に対する対応能力の向上を図るため，研修会を実施しま
す。

　生徒指導上の諸問題やいじめ等の問題への対応及び予防対策を学ぶための研修会
を実施します。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

担　当　課

こころの健康センター

こころの健康センター

こころの健康センター

総合教育センター

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

市職員

医　師，医療関係職員

市　民

教職員
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④　民生委員・児童委員を対象とした研修会の実施
　〇民生委員・児童委員に対する心の健康づくりや自殺予防に関する研修会

⑤　民間団体が行う研修会の実施
　〇いのちを守る超連続勉強会の継続実施

　〇市民との協働による自殺対策ネットワーキング事業

事業概要

事業概要

事業概要

　心の健康づくりや自殺予防に関する知識や技術の普及を図るため，身近な地域の
相談者である民生委員・児童委員を対象に研修会を実施します。

　相談機関・担当者の顔の見える関係性の中で，関係機関が相互にその活動内容や
専門性等を理解しながら，連携や協力を強化し，実働的なセーフティネットを構築
していくための研修会を実施します。

　どんなことでも気軽に話せる環境や心が軽くなる「心の拠りどころ」的機能を備
えたＮＰＯを紹介する小冊子を作成し配布します。また，その冊子を有効活用し，
ネットワーク構築のための勉強会を実施します。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

福祉総務課

こころの健康センター

こころの健康センター

対　　象

対　　象

対　　象

民生委員・児童委員

関係機関

関係機関

①　民間団体が行う研修会の実施
　〇薬剤師を対象とした研修会

　〇いのちを守る超連続勉強会の継続実施

【関係機関の取り組み】

事業概要

事業概要

　薬剤師という専門職に対して，「気づき」等ができるよう，自殺予防に対する対
応能力の向上を図るための研修会を実施します。

　相談機関・担当者の顔の見える関係性の中で，関係機関が相互にその活動内容や
専門性等を理解しながら，連携や協力を強化し，実働的なセーフティネットを構築
していくための研修会を実施します。

関係機関

関係機関

新潟市薬剤師会

新潟県弁護士会，新潟市薬剤師会，
新潟ＮＰＯ協会

対　　象

対　　象

薬剤師

関係機関
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　〇市民との協働による自殺対策ネットワーキング事業

事業概要
　どんなことでも気軽に話せる環境や心が軽くなる「心の拠りどころ」的機能を備
えたＮＰＯを紹介する小冊子を作成し配布します。また，その冊子を有効活用し，
ネットワーク構築のための勉強会を実施します。

関係機関
新潟ＮＰＯ協会（自殺対策ネットワー
キングメンバー），新潟県

対　　象 関係機関

❒　自殺対策を推進する上で，自殺の危険性の高い人の早期発見・早期対応ができるよ
う，市民から専門機関まで，多角的に様々なレベルや内容で支援ができる人材を養成
し，さらにその資質の向上を図ります。

❒　ゲートキーパー研修会では，地域における多様な人材を養成するため，段階的に体
系づけた研修会を実施します。

❒　地域におけるゲートキーパーの指導者を育成し，地域や関係機関の要請に応じなが
ら，ゲートキーパー養成研修を幅広く実施できる体制を目指します。

❒　顔の見える連携づくりの中で，実務者レベルのネットワーク会議や研修会を定着さ
せ，チームで様々な課題にとりくむことができ，総合的に支援していく自殺予防の体
制作りを目指します。

❒　「かかりつけ医等の医療関係者研修」を継続して実施し，かかりつけ医と精神科医の
連携によるうつ病等精神疾患の早期発見・早期対応が図れる体制作りを目指します。

【今後の取り組み】
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４．心の健康づくりを進める

【重点目標】

【現　　状】

▪　ストレスに対する適切な対処方法を身につけよう

▪　職場，地域，学校での心の健康づくりに取り組もう

　ストレスを解消し，ストレスとうまく付き合っていくためには，個々に応じたス
トレスの対処方法を身につけ，十分な休養をとることが大切です。
　職場，地域，学校における心の健康の保持・増進のためには，心の健康について
の正しい知識の普及や相談体制の充実，快適で安心な生活環境づくりが求められて
います。また，日頃から，仕事に対しての強い不安やストレス，家庭や個人の生活
の問題から生じるつらい気持ちや悩みなどは，一人で抱え込まずに気楽に相談して
いく心構えが重要です。

　平成22年度の市民アンケート調査結果によると，最近１カ月間にストレスを感じた人
の割合は66.9％，睡眠による休養を十分にとれていない人の割合が21.3％と，全国平均
と比べて本市のストレスを感じている人の割合は高いといえます。（P.36 表４）
　職場，地域，学校などの社会生活においては，ストレスの要因は多種多様に存在しま
す。過度のストレスが続くと，精神的・身体的にも悪い影響を与え，うつ病や心身症な
どの精神疾患の原因となることもありますし，自殺にいたる危険性も考えられます。
　気分の落ち込みや不眠などがある場合に，自分に合った適切なストレスの対処方法を
実践していくことにより，心の健康の保持増進につなげることができます。
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【表４】　▼最近１カ月以内にストレスを感じた人の割合（％）

【市民の行動目標】

36

全体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
66.9 79.2 78.4 76.1 74.7 53.0 56.1
61.4 73.3 72.5 72.6 68.5 54.8 43.9

新潟市
全　国

　平成22年度 食育・健康づくりに関する市民アンケート調査より
（全国データは平成 20年度国民健康・栄養調査による）

▪	ストレスを上手にコントロールしよう

▶ P.37 ～ 40　説明４－①，②，③

▪	職場，地域，学校で相談しやすい環境づくりに
努めよう

▶ P.41　説明４－④

▪	メンタルヘルスの研修会に参加しよう

▶ P.43 ～ 45　市及び関係機関の取り組み 参照
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【説明４－①】　▼ストレスを上手にコントロールするために　その１

《心のサイン》
◦　抑うつ気分　◦　不安感
◦　意欲の低下　◦　集中力の低下
◦　イライラ　　◦　不機嫌
◦　怒りっぽさ

《心のサイン》
◦　いつものことが手につかない
◦　いつもの仕事に何倍も時間がかかる
◦　これだけは大好物だったのに，おいしくない
◦　楽しみなテレビ番組が面白くない
◦　好きな趣味もする気にならない
　　　いつもと違うサインが長引いたら早めに休むことも大切です。
　　　早く気づくほど，早く回復します。

《行動のサイン》
◦　たばこやアルコールの量が増える
◦　無駄づかいが増える
◦　遅刻が増える
◦　攻撃的になる

◦　ミスが増える
◦　出勤困難になる
◦　暴力

《身体のサイン》
◦　身体がだるい　◦　疲れやすい
◦　動悸　　　　　◦　血圧上昇
◦　めまい　　　　◦　不眠　
◦　頭痛　　　　　◦　頭重感　
◦　食欲低下　　　◦　怒りっぽさ

37

　ストレスを上手にコントロールするには，まずストレスに気づき，ストレスの受け止め
方を変える，ストレスの解消法を身につけるなどストレスをためない工夫が必要です。

【ストレスによるサインに気づきましょう】

【気づきのポイントは“いつもと違うこと”です】
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【説明４－②】　▼ストレスを上手にコントロールするために　その２

【ストレスをためない生活】
◆自分の性格や考え方や受け止め方の癖を知る
◦　まじめで几帳面，責任感が強く，最後まできちんとやらなければ気が済ま
ない人は，ストレスがたまり，うつ病になりやすいタイプです。

	 　「60％しかできなくても仕方がない。次に頑張ればいい」というよう
に，心を締め付けない考え方も必要です。

◦	　考え方を変えてみる
　　気分本位をやめる・過去にこだわらない・ひがみっぽくならない・不安を
受け入れる・目先にこだわらない・腹を立てないなど，どう考えれば自分の
気分が楽になるかを考えましょう。

◆がんばりすぎない（完璧主義をゆるめよう）
◦　頑張りすぎないことが大切です。気持に余裕を持たせましょう。

◆ＳＯＳ上手になり，自分への負担を少なくしよう
◦　何でも一人でやろうとするとストレスがたまります。窮地に陥る前に誰か
に助けを求めましょう。ちょっとヒントをもらったり，一部だけでも手助け
してもらうだけで随分楽になるものです。

◆マイペースな生活を
◦　他人が，どのように思っているかなどを気にしすぎず，マイペースな生活
を心がけましょう。

◆環境が変化するときは，十分に休養を
◦　生活に変化があった時は，休養をとる，または，家族や友人と話す時間を
作るよう心がけましょう。

◆気持ちの切り替え上手になり，自分にぴったりのストレス解消法を見つけよう
◦　少しぬるめのお風呂にゆっくりつかり，全身を気持ちよく温めましょう。
◦　音楽で心をほぐしましょう。
◦	　運動やスポーツで血行を良くすると同時に，体の緊張状態も開放しましょう。
◦　アロマテラピーの香り作用で，脳をリフレッシュしましょう。
◦　本音を話せる友人と素顔で話し，楽しむ時間を持ちましょう。
◦　趣味や普段とは違うことに取り組み，好きなことに没頭し，心の充電をし
ましょう。
◦　自然の中に身を置き，おだやかに時間を過ごし，心をリフレッシュしま
しょう。
◦　今までほしかったものを買う，おいしいものを食べるなど，頑張った自
分，無理をした自分のために，ごほうびをあげましょう。

38
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【説明４－③】　▼ストレスを上手にコントロールするために　その３

【快適な睡眠は元気の源】
◆睡眠時間は人それぞれ，日中の眠気で困らなければ十分
◦　睡眠の長い人，短い人，季節でも変化するため，８時間にこだわらないよ
うにしましょう。

◦　日中しっかり覚醒しているかが大切です。
◦　日中の眠気が非常に強い，平日と比べ週末に３時間以上長く眠らないとい
られないようであれば睡眠不足を疑いましょう。

◆刺激物を避け，眠る前には自分なりのリラックス法
◦　就床前４時間のカフェイン摂取，就床前１時間のタバコは避けましょう。
◦　軽い読書，音楽，ぬるめの入浴，香り，ストレッチなどのリラックスも効
果的です。

◆眠たくなってから床に就く，就床時刻にこだわりすぎない
◦　いつもの入眠時刻の２～４時間前の時間帯は，１日の中で一番寝付きにく
い時間帯です。

◦　眠ろうとする意気込みが頭をさえさせ寝付きを悪くします。

◆同じ時刻に毎日起床
◦　早寝早起きではなく，早起きが早寝に通じます。
◦　日曜に遅くまで床で過ごすと月曜日の朝がつらくなります。
◦　起床後なるべく早く太陽の光を浴びると，夜が速やかに眠れます。

◆光の利用でよい睡眠
◦	　目が覚めたら日光を浴びて，体内時計をスイッチオンにしましょう。
◦　起床後，太陽の光を浴びてから１５時間後位に眠気が出現します。
◦	　夜は明るすぎない照明にしましょう。

◆規則正しい３度の食事，規則的な運動習慣
◦　朝食は心と体の目覚めに重要，夜食はごく軽くしましょう。
◦　昼間の運動が夜間の睡眠を安定させ，睡眠の質を改善します。

◆昼寝をするなら，15時前の20～30分
◦　長い昼寝はかえってぼんやりさせ，夕方以降の昼寝は夜の睡眠に悪影響で
す。

39
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【参考資料】睡眠障害の診断・治療ガイドライン
（厚生労働省）

◆眠りが浅いときは，むしろ積極的に遅寝・早起きに
◦　寝床で長く過ごしすぎると熟睡感が減ります。

◆睡眠中の激しいイビキ・呼吸停止や足のぴくつき・むずむず感は要注意
◦　睡眠時無呼吸症候群，むずむず脚症候群，睡眠時周期性四肢運動障害な
ど，背景に睡眠の病気の可能性があるときは，専門の医療機関に相談しま
しょう。

◆十分眠っても日中の眠気が強い時は専門医に
◦　長時間眠っても日中の眠気で仕事・学業に支障があるときは専門医に受診
しましょう。

◦　車の運転に注意しましょう。

◆睡眠薬代わりの寝酒は不眠のもと
◦　睡眠薬代わりの飲酒は，深い睡眠を減らし，夜中に目覚める原因となりま
す。

◦	　寝酒は連用で慣れが生じやすく，急速に量が増え，精神的・身体的問題が
起こりやすくなります。

◆睡眠薬は医師の指示で正しく使えば安全
◦　一定時刻に服用し就床，服用後はおよそ30分以内に床につきましょう。
◦　アルコールとの併用は避けましょう。

40
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環　境　づ　く　り区分

　職場内で相談しやすい環境づくりをしま
しょう。（P.42  資料 4－①）
◆心の健康づくりを推進するための教育研
修・情報提供

◆労働時間や仕事の量・質など職場環境等
の問題点の把握と改善

◆メンタルヘルス不調者への気づきと対応
◆職場復帰における支援
◆管理監督者メンタルヘルス教育の推進
◆セクシャルハラスメント，パワーハラスメ
ントの防止

◆「心の健康づくり計画」の策定など衛生
委員会等での調査審議の徹底（労働者の
心の健康の保持増進の指針 参照）

◆事業場内メンタルヘルス推進担当者の選
任など事業場内体制の整備（労働者の心
の健康の保持増進の指針 参照）

　安心して相談できる窓口や，心の健康の保
持増進につながる安心で快適な居場所など
の環境づくりをしましょう。
◆民生委員や市役所，区役所，こころの健
康センター，地域保健福祉センターなど
との密接な連携

◆心身の健康の保持増進に配慮した高齢者
が地域で集い，憩うことのできる場所の
整備や，安心で快適な生産環境・生活環
境づくり

◆日頃からのあいさつやお互いに声をかけあう
ことから始めてみませんか。

◆大切な人の悩みに気づいてあげて下さい。
・悩んでいる人に意図的に声をかけましょ
う。【「市民一人ひとりの気づきと見守り
を促す」P.24　説明２－⑤ 参照】

◆しっかりと悩みに耳を傾けましょう。
◆必要な支援につなげ，あたたかく寄り添いな
がら，じっくりと見守りましょう。

　学校，家庭，地域における見守りやふれ
あいの中で「生きること」「いのち」の大切
さを学ぶことのできる環境づくりをしましょ
う。
◆「生きる力」を育み，心身ともに健やかな
児童生徒を育成

◆いつもと違う様子の子どもに気づき，適
切な対応ができるよう，教職員に対する
普及啓発と，スクールカウンセラーなど
を活用した教育相談体制の充実

◆日頃から，児童とのコミュニケーションを円
滑にするよう心がけましょう。
・あいさつを習慣づけましょう。
・ねぎらいの気持ちを言葉にしましょう。
　「頑張っているね」「よくやってるね」
　「大変だったね」
・感謝の気持ちを心がけ，言葉にしましょう

◆いつもと違う子どもの変化に気づき，学校と
家庭が連携し，適切な対応をしましょう。
・孤立させないようにしましょう。
・子どもが話すことは否定せずに聞いてあげ
ましょう。

・積極的にほめてあげましょう。
◆適切な支援につなげましょう。

職　
　
　
　
　

場

地　
　
　
　
　

域

学　
　
　
　

校

気づき・傾聴・つなぎ・見守り

◆いつもと違う，普段と何かが違う職員の様子
に，感度を上げて気づきましょう。

（P.42 資料４－②）
◆体調不調者へのあたたかい声かけを
・体調を案じた内容を自分の言葉で置き換え
て話す。

　「最近つらそうだけど，疲れていない？」
・無理に聞き出さず，きっかけを作る。

　　「話したくなったら，話してね」
　　数日後「最近調子はどう？」
◆適切な専門家につなぎましょう。

【説明４－④】　▼職場・地域・学校における相談しやすい環境づくり
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【資料４－①】　▼職場における心の健康づくりの4つのケア

厚生労働省：労働者の心の健康の保持増進のための指針より

セ ル フ ケ ア

ラ イ ン に よ る ケ ア

事 業 場 内 産 業 保 健
スタッフ等によるケア

事業場外資源によるケア

労働者自身がストレスや心の健康について理解し，自らのストレス
を予防，軽減するあるいは，これに対処する

労働者と日常的に接する管理監督者が，心の健康に関して，職場環
境等の改善や労働者に対する相談対応を行う

事業場内の産業医等事業場内産業保健スタッフ等が，事業場の心の
健康づくり対策の提言を行うとともに，その推進を担い，また，労
働者及び管理監督者を支援する

事業場外の機関及び専門家を活用し，その支援を受ける

【資料４－②】　▼職場での気づきのポイント

いつもと違う部下の様子～職場の危険信号～
◦　遅刻，早退，欠勤が増える
◦　休みの連絡がない
◦　残業，休日出勤が不釣り合いに増える
◦　思考力・判断力が低下するため，仕事の能率が悪くなり，ミスが目立つ
◦　業務の結果がなかなか出てこない
◦　報告や相談，職場での会話がなくなる
◦　表情に活気がなく，動作にも元気がない
◦　不自然な行動が目立つ
　（態度が落ち着かない，話が飛び脈絡がない，口数が多い，騒ぎ立てる，性急
な決断を下そうとするなど）

◦　薬（風邪薬，胃腸薬，栄養剤など）の服用が増える
◦　衣服が乱れたり，不潔であったりする
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①　心の健康づくりに関する支援体制の充実
　〇「うつ」家族教室

②　学校における相談体制の充実
〇	児童生徒に対する心のケアなどに対応するため，いじめカウンセラー，スクールカウ
ンセラー，スクールソーシャルワーカー等の配置

　〇自己尊重トレーニング講座・自己表現トレーニング講座

　〇若者のメンタルヘルス支援体制

　〇メンタルヘルス対策やうつなどの情報を継続的に提供

【市の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　うつ病患者の家族に対し，必要な知識の情報提供を行い，対応方法を共に考え，
家族自身がもつ力を引き出すことを目的に実施します。

　いじめカウンセラーを希望する小学校に派遣し，スクールカウンセラーを全中学
校及び希望する小学校に配置します。また，家庭問題等で関係機関との連携が必要
とされる場合に，スクールソーシャルワーカーを派遣します。

　女性が自分を大切にする気持ちを育み，自分の思いや考えを表現することを学ぶ
ためのトレーニング講座を実施します。

　若者支援センターを通じて，悩み等を抱える若者への支援体制を充実させ，メン
タルヘルスの向上を図ります。

　「食育・健康づくり総合情報サイト」及び「情報誌」により，基本情報や関係事
業の情報を提供します。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

担　当　課

担　当　課

こころの健康センター

学校支援課

男女共同参画課

生涯学習課

保健所健康増進課

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

うつ病で通院中及び休職中の
患者の家族

児童生徒

市　民（女性）

市　民（概ね15歳から39歳
までの本人及び家族等）

市　民
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　〇教職員ヘルスケアシステム事業

事業概要
　教職員の不安等を取り除き，長期休職を未然に防止することを目的に，心の健康
保持増進のための支援体制を整備します。

担　当　課 教職員課対　　象 教職員

①　職域における相談体制の充実
　〇非正規労働者総合支援事業

　〇心と身体の健康相談

　〇専門指導員による無料窓口相談

　〇メンタルヘルス対策支援センター事業

【関係機関の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　専門家（臨床心理士）を配置し，就職活動の不安軽減のため，アドバイス（カウ
ンセリング）を実施します。

　求職者を対象に，看護師がこころと身体の健康相談を実施します。

　中小企業主を対象に，経営に関する様々な相談について，分野毎の各専門家が相
談を実施します。

　事業場におけるメンタルヘルス対策，労働者からのメンタルヘルス関係の相談を
実施します。

関係機関

関係機関

関係機関

関係機関

新潟公共職業安定所

新潟公共職業安定所

新潟商工会議所

メンタルヘルス対策支援センター
（新潟産業保健推進センター）

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

市　民
（求職活動を行う求職者）

市　民
（求職活動を行う求職者）

市　民
（中小企業主）

メンタルヘルス対策に取り組
む企業，労働者
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　〇地域産業保健事業

事業概要
　規模 50人未満の小規模事業場で働く，メンタルヘルスに不調を感じている労働
者に対し，医師・保健師が相談・指導を行います。

関係機関 新潟地域産業保健センター対　　象
規模 50 人未満の小規模事業
場の労働者，使用者

②　職場におけるメンタルヘルス対策についての取組支援

事業概要
　労働者の心の健康の保持増進のための指針等に基づいて，職場におけるメンタル
ヘルス対策の取組を推進するよう各事業場に対し，啓発指導を行います。

関係機関 新潟労働基準監督署対　　象 事業場

❒　自殺の原因となる様々なストレスについて，ストレス要因の軽減やストレスの適切
な対処方法を学ぶ機会を充実し，心身の健康の保持増進に配慮した環境づくりなど，
職場，地域，学校における取り組みを強化します。

❒　こころの健康センターにおける心の健康問題に関する相談機能を向上させるととも
に，自殺対策協議会や実務者ネットワーク会議を通じて，地域保健福祉分野，産業保
健分野，教育機関，医療機関，法律機関，民間団体などが互いに連携し，地域におけ
る心の健康づくり推進体制の充実を図ります。

❒　小規模事業場の事業者及び労働者の健康管理について，産業保健と地域保健の関係
機関同士が互いに情報や課題を共有し，課題解決に向けた検討の場を設け，働き盛り
の年代に対する心と体の健康づくり対策の推進を図ります。

【今後の取り組み】
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５．適切な精神科医療を受けられるようにする

【重点目標】

【現　　状】

▪　精神疾患に関する正しい知識の理解と，適切な対処方法の知識を身につけよう

　精神疾患や自殺の危険性について，正しい知識を持つことは，自殺の危険性の高
い人の早期発見に結びつき，自殺者の減少が期待されます。
　早期に適切な精神科医療を受けられるようにするためにも，市民一人ひとりが精
神疾患について正しい知識を持つとともに，周囲の人が誤った認識をしていたとき
は，正しい知識を伝え，精神科医療に対する偏見をなくしていきましょう。

　自殺に追い込まれる人の直前の健康状態は，精神疾患に罹患していることが多く，な
かでも，うつ病の割合が高いと言われています。自殺に至る前にうつ病などに対する適
切な治療を受けることが重要ですが，精神疾患に対する偏見などから，精神科医療を受
けず，深刻な状態に陥る場合もあります。
　うつ病は，「気分の落ち込み，不眠，食欲低下」など精神症状と身体症状を伴いま
す。うつ病の症状の中で不眠は最も自覚しやすく，２週間以上継続する不眠は，うつ病
の疑いがあるため，早期受診・治療が自殺予防につながります。
　また，自殺の原因・動機は「健康問題」が最も多く，慢性疾患などに苦しむ患者や
家族などが療養生活上の相談や心理的ケアを適切に受けることができるよう，医療従事
者への啓発や精神科医療との円滑な連携も求められています。（P.７ 図11，図11-２ 参
照）



第 

３ 

章

【説明５－①】　▼専門機関への相談

【市民の行動目標】

47

【相談機関に早期に相談しよう】
　本人や家族などが「最近眠れてないのかな」，「いつもより最近笑わなくなったな」
など，いつもと様子が違うようなら，周囲の人は，専門機関に相談するように背中を
押してあげてください。
　問題が複雑化・困難化する前に，身近な相談窓口などへ気軽に相談してください。

　不安や悩みを一人で解決しようとせず，悩んだら，まず専門機関に相談してみましょう。

▪	相談機関に早期に相談しよう

▶ P.47 ～ 49　説明５－①，②

▪	精神科医療の偏見をなくそう 

▶ P.50　説明５－③

▪	セルフチェックを活用しよう

▶ P.50 ～ 51　説明５－④
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【説明５－②】　▼身近な相談窓口

【身近な相談窓口】
　・区役所，地域保健福祉センター
　・新潟市こころの健康センター
　　そのほか，P. 132「資料編 新潟市各種相談窓口一覧」を参照してください。

◆こころの健康センターでは，専門の相談員などが，精神疾患などの心の健康に関
する問題やそれに伴う家庭問題などの相談を行います。精神科医師による相談も
行なっています。

【来所相談】

　　予約電話：０２５－２３２－５５６０
　　月曜日から金曜日：午前９時から午後４時３０分

【電話相談】
　　相談電話：０２５－２３２－５５６０
　　月曜日から金曜日：午前９時から午後４時３０分

【新潟市こころといのちのホットライン】
　　相談電話：０２５　－　２

２人でよくはなそう

４ ８　－　１
とうといいのち

０１０
　　月曜日から金曜日：午後５時から午後１０時
　　土曜日・日曜日・祝日：午前１０時から午後４時
　　相談は無料（別途通話料がかかります。）

相談名

精神保健福祉相談員
などによる
精神保健福祉相談

精神科医による
精神保健福祉相談

精神科医による
思春期青年期相談

精神科医による
老人精神保健福祉相談

酒害相談員による
酒害相談

相談内容

こころの健康や精神障がい
者の福祉について

こころの健康に関する医学
的見地からの相談

思春期青年期におけるここ
ろの健康について

お年寄りの認知症やうつな
どについて

飲酒に関する心配や，アル
コール依存症などについて

日　　　時

月曜日から金曜日
午前９時から午後４時30分まで

毎週木曜日
午前９時から正午まで

偶数月の第２木曜日
午後１時30分から午後３時30分まで

第２火曜日・第４木曜日
午後１時30分から午後４時30分まで

第１・第３月曜日
午後１時30分から午後３時30分まで

48
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≪相談窓口情報マップ≫
　相談機関の様々な相談窓口を掲載した『「自殺を防ぐための相談窓口情報マッ
プ」あなたのミカタ』を作成しました。
　『「自殺を防ぐための相談窓口情報マップ」あなたのミカタ』は，各区役所，地
域保健福祉センターなどに置いてあります。新潟市のこころの健康センターホーム
ページでも掲載しています。
　（http://www.city.niigata.lg.jp/iryo/kokoro/jisatsu/mikata.html）

≪各担当課の冊子≫
・精神保健福祉情報ガイド（担当課：こころの健康センター）
・障がい者（児）福祉のしおり（担当課：障がい福祉課）　　　　　　
・新潟市子育て応援パンフレット　SKIP（スキップ）（担当課：こども未来
課，保育課）

・介護保険サービスガイド（担当課：介護保険課）
・暮らしのガイド（担当課：広報課）

　各種制度やサービスの情報冊子として，担当課が発行しています。
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【説明５－③】　▼精神科医療及び精神疾患を正しく理解しよう

【説明５－④】　▼セルフチェックの活用

【精神科医療の偏見をなくそう】
　内閣府が平成19年５月に行った「こころの健康（自殺対策）に関する世論調
査」では，家族等の身近なひとのうつ病のサインに気づいたとき，精神科の病院
へ相談に行くように勧めますかという問いに対して，「勧める」と回答した人は
89.2％，自らのうつ病に気づいたとき精神科の病院へ相談に行こうと思いますか
（勧めると回答した人）という問いに対して，「思う」と回答した人は61.9％，
「思わない」と回答した人は30.7％で自分自身のうつ病については，精神科の病
院を受診しようと思わないと回答しており，未だ精神疾患や精神科医療に対する偏
見があると言われています。特に，自殺者が多い傾向にある中高年男性は，相談す
ることに抵抗があり，問題を深刻化しがちであると言われています。
　「精神疾患は治らない」，「うつ病は，ただ怠けているだけだから，大丈夫だ」
など精神疾患に対する誤った知識から問題を深刻化してしまい，最悪の場合，自殺
に至ることもあります。
　家族や本人が，精神疾患について正しく理解し，精神科医療や相談機関へつなが
ることは，本人の心の健康保持などに大きく役立つことが期待されます。
　精神疾患に対する正しい理解と対処方法を学ぶため，自治体や職場における研修
会に参加し，正しい知識を持ち精神科医療の偏見をなくしましょう。

◆地域や各種団体の集まりに，市政さわやかトーク宅配便「自殺予防を考える」を活用
しましょう。
【申込み】　　新潟市こころの健康センター
　　　　　　　電　 話：０２５－２３２－５５８０
　　　　　　　Ｆａｘ：０２５－２３２－５５６８
　　　　　　　E-mail ：kokoro@city.niigata.lg.jp

　精神疾患や精神科医療に対する偏見や誤解をなくすため，研修会などに参加し理解を深
め，必要な時は早期に精神科医療を受けましょう。

　自分の日々の生活の中で，「いつもより気持ちが落ち込む」などと感じたら，心のセルフ
チェックをしてみましょう。
　『P. 22 ２ 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す 説明２－②』参照
日常生活において，様々なストレス要因がありますが，ストレスを感じている方は，『P.38
～ 40 ４ 心の健康づくりを進める 説明４－②，③』を参照していただき，ストレス解消に
努めましょう。



第 

３ 

章

◆こころの健康度チェック
　自分の今の健康状態をチェックしましょう。　
　新潟市役所ホームページ
　（http://www.city.niigata.lg.jp/iryo/kenko/let_sk/selfcheck/stress.html）参照

◆家族や友人などが，知っている相談窓口を紹介するときは『P.30 ３ 早期発見の中心的
　役割を果たす人材（ゲートキーパー）を養成する 説明３－④』を参照

51

①　自殺の危険性が高い人への緊急対応の実施
　〇自殺企図者に対する，救急当番病院や精神科病院等への搬送を行う。

②　うつ状態等のスクリーニングの実施
　〇介護予防のための基本チェックリストの実施

③　精神疾患に対する対策の推進
　〇精神疾患に関する相談の実施

　〇産後うつスクーリングの実施

【市の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　過量服薬や自傷行為など自殺企図を行い，１１９番通報があった市民を適切な医
療へとつなぐため，救急当番病院や精神科病院などへと搬送します。

　６５歳以上の市民に介護予防のための基本チェックリストを実施し，介護予防事
業への参加を促します。

　精神科医による相談を実施するとともに，アルコール相談員がアルコール依存等
について相談を実施します。また，こころの健康や精神障がい者の福祉について，
精神保健福祉相談員による相談及び訪問を実施します。

　こんにちは赤ちゃん訪問事業において，産後うつを早期に発見するため，エジン
バラ産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ質問票）を活用し，適切な医療・支援が受けられ
るよう指導・助言を行います。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

担　当　課

消防局救急課

高齢者支援課

こころの健康センター

保健所健康増進課，区役所健康福祉課，
地域保健福祉センター

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

１１９番通報があった市民

６５歳以上の市民

市　民

産後３カ月までの産婦
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④　自助グループ及び家族会との連携
　〇自助グループと家族会との連携強化

⑤　慢性疾患患者などへの支援体制の充実
　〇在宅療養者に対する訪問指導

　〇がん検診，生活習慣病などに関する健康相談事業

　〇難病，結核，肝炎などに関する相談

　〇ＨＩＶ相談事業

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　精神疾患を有する市民やその家族等の支援を行うため，各種自助グループ及び家
族会と，さらなるネットワークの構築のため，情報共有などを目的に会議等に参加
します。

　保健師や看護師が自宅を訪問し療養生活，リハビリ，日常生活などに必要な相談，
助言を行います。

　集団及び医療機関において各種がん検診を実施するとともに，生活習慣病などに
関する健康相談を，がん予防及び生活習慣病予防を目的に実施します。

　医療費助成申請時や電話相談時に対象者の療養状況を把握し，必要な時は，保健
師が継続的な支援を行うため，家庭訪問を実施します。

　ＨＩＶ感染の心配がある人への相談・検査事業を実施し，正しい知識の提供及び
指導を行います。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

担　当　課

担　当　課

こころの健康センター，
区役所健康福祉課

保健所健康増進課，区役所健康福祉課，
地域保健福祉センター

保健所健康増進課，区役所健康福祉課，
地域保健福祉センター

保健所保健管理課，区役所健康福祉課，
地域保健福祉センター

保健所保健管理課（感染症対策室）

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

精神疾患を有する市民及びそ
の家族

市　民

市　民

市　民

市　民
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❒　うつ病や統合失調症，アルコール依存症や薬物依存症などの精神疾患は，自殺の危
険因子であることを市民や関係機関に周知し，自殺の危険性を減らすため，早期に専
門機関や適切な治療につなげます。

❒　本人や周囲に対して，うつ病についての正しい理解を進めるとともに，うつ病スク
リーニングの定着と併せ，関係機関と連携を強化しながら精神疾患の相談体制を整備
していきます。

❒　療養生活上の相談や心理的ケアを慢性疾患等に苦しむ患者や家族から適切に受けて
もらうことができるよう，医療従事者を対象とした研修会を今後も継続して実施して
いきます。

【今後の取り組み】
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６．社会的な取り組みで自殺を防ぐ

【重点目標】

【現　　状】

▪　一人で悩まず専門機関に早く相談しよう

　複雑で様々な問題について，早期に専門機関に相談することは，解決に向けた良
い方法を見出すことにつながり，不安や悩みを解決することに大きな役割を果たし
ます。
　一人では解決できない問題を抱え込んでしまうと，過度のストレスから心の病気
になる可能性もあります。心の健康の保持や問題解決の糸口をつかむため，一人ひ
とりが専門機関について知り，相談することが自殺対策のためには，重要になりま
す。

　自殺には，失業や多重債務，過労や介護疲れ，うつ病など，複雑で様々な問題が潜ん
でいます。
　そのような問題を解決するために，多くの相談窓口がありますが，実際にどこへ相談
に行ったらよいか分からないという人が多いと言われています。
　そのため，相談窓口のより一層の周知が必要となります。悩みを抱えている人に対し
て自殺対策を実践する際は，関係機関・団体などとの密接な連携と多様な支援体制が必
要となります。
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【市民の行動目標】

▪	相談窓口を知ろう

▶ P.55　説明６－①

▪	専門機関に相談しよう 

▶ P.55　説明６－①

55

【説明６－①】　▼身近な相談窓口の活用

【相談窓口を知ろう，専門機関に相談しよう】
　本人や家族などが，専門機関の相談窓口を知らなかったり，自分たちだけで問題
の解決を図ろうとすると，問題が複雑化・困難化してしまうことがあります。
そうなる前に，身近な相談窓口へ気軽に相談してください。

≪身近な相談窓口≫
　P. 48～49 説明５－② 参照，P. 132「資料編　新潟市各種相談窓口一覧」参照

　不安や悩みなどを抱え込まず，様々な相談窓口があることを知り，専門機関へ相談する
ことが不安や悩みなどの解決となります。
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①　地域における相談体制の充実
　〇新潟市こころといのちのホットライン事業

　〇母子保健に関する健診や相談支援の充実

　〇保育園や地域子育て支援センターによる相談支援の充実

【市の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

　平日夜間や休日の電話相談窓口を設けることにより，健康，生活問題などに悩み
を抱える市民の不安や悩みを解消します。

　乳幼児健康診査・育児相談などにおいて，子育てに関する相談及び保護者の心の
健康相談等に応じ，必要な助言，指導及び関係機関と連携し支援をします。

　子育て家庭に対する育児支援を目的に，保育士や保健師による子育てに関する相
談を実施します。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

こころの健康センター
（新潟市社会福祉協議会）

保健所健康増進課，区役所健康福祉課，
地域保健福祉センター

保育課，区役所健康福祉課

対　　象

対　　象

対　　象

市　民

市　民（乳幼児等の保護者）

市　民（子育て中の保護者）

　〇児童虐待や子どもの発達の悩み等に関する相談の充実

　〇新潟市発達障がい支援センターによる相談支援の充実

事業概要

事業概要

　児童虐待，子育て，発達等に関する相談に対し，必要な助言，指導などを行うた
め相談を実施します。

　自閉症などの発達障がいのある方やご家族の日常生活での相談に応じ，必要な情
報提供や助言，支援を行います。

担　当　課

担　当　課

こども未来課，児童相談所，区役所健
康福祉課，地域保健福祉センター

障がい福祉課

対　　象

対　　象

市　民（父親，母親並びにそ
の関係者）

新潟市在住の発達障がい児
（者）及びその家族，また支
援者や関係機関など
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　〇転校や就学援助等就学に関する相談の充実

　〇ひとり親家庭に関する相談・支援体制の充実

　〇高齢者福祉に関する相談の充実

事業概要

事業概要

事業概要

　子どもの就学援助の相談，ＤＶ被害や一人親世帯など不安定な家庭環境からの
様々な相談を実施します。

　ひとり親家庭の生活相談や自立に向けた相談に応じ，必要な情報提供や助言，支
援を行います。

　高齢者並びにその関係者から，必要な助言や支援を目的に，介護保険制度や高齢
者福祉に関する相談を行います。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

学務課

こども未来課，区役所健康福祉課

高齢者支援課，介護保険課，区役所健
康福祉課，地域保健福祉センター

対　　象

対　　象

対　　象

市　民

市　民（ひとり親家庭）

市　民
（高齢者並びにその関係者）

57

　〇ＤＶ等女性相談

　〇アルザにいがた相談室

事業概要

事業概要

　女性相談員が女性を取り巻く様々な問題に関する相談に応じ，必要な情報提供や
助言を行います。

　専門の相談員が，働く上での問題や悩み，こころとからだのことなどについて，
電話や面接で相談を行います。

担　当　課

担　当　課

福祉総務課，区役所健康福祉課（東区，
中央区，西区は区役所保護課），
地域保健福祉センター

男女共同参画課

対　　象

対　　象

市　民（ＤＶ被害者等）

市　民
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　〇女性労働問題相談室

　〇障がい者に関する相談・支援体制の充実

　〇幼児こころとことばの相談センターによる相談支援の充実

事業概要

事業概要

事業概要

　労働条件やセクハラなどの問題について，社会保険労務士が相談に応じ，助言な
どを行います。

　障がい者及びその関係者から，障がい福祉等に関する相談に応じ，必要な情報提
供や助言・支援を行います。

　発達に障がいや問題を有する幼児を対象に相談に応じ，必要に応じて支援及び訓
練を行い，幼児の福祉の増進を図ります。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

雇用対策課

障がい福祉課，こころの健康センター，
区役所健康福祉課，地域保健福祉セン
ター

障がい福祉課

対　　象

対　　象

対　　象

市　民（働く女性，事業主）

市　民（身体，知的，精神等
の各障がい者及びその関係
者）

発達に障がいや問題を有する
幼児

58

　〇外国籍市民等に関する相談・支援体制の充実

　〇生活困窮者に関する相談・支援体制の充実

事業概要

事業概要

　在住外国人が日常の悩みや困りごとの相談を母国語で相談できる窓口を開設する
とともに，弁護士による無料相談も実施します。

　生活に困窮する方の相談を受け，生活保護制度などの説明をするとともに，関係
機関と連携して必要な支援を行います。

担　当　課

担　当　課

国際課

福祉総務課，区役所健康福祉課（東区，
中央区，西区は区役所保護課），
地域保健福祉センター

対　　象

対　　象

在住外国人

市　民（生活に困窮する方）
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　〇労働に関する相談・支援体制の充実

　〇農業に関する相談・支援体制の充実

　〇市民からの要望や苦情等に関する相談・支援体制の充実

事業概要

事業概要

事業概要

　就労や賃金などの労働関係の問題に対し，適切な支援・関係機関を紹介します。

　農業従事者等の農業に関する様々な相談に応じ，必要な助言・支援を行います。
また，必要に応じ，関係機関と連携した対応を行います。

　市政相談の総合窓口として，市政，区政に関わるご意見等をもらうとともに，「市
長への手紙」及び「区長への手紙」で提言，要望などを寄せてもらいます。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

雇用対策課

農業政策課，区役所農業政策担当課等，
農業委員会事務局

広聴相談課，区役所地域課

対　　象

対　　象

対　　象

市　民

市　民（農業従事者等）

市　民

59

②　滞納や返済に関する相談体制の充実
　〇市民が納付する市税，手数料，貸付返済金などに関する相談・支援体制の充実

③　法律問題解決等に関する相談窓口及び支援体制の充実
　〇多重債務者の相談窓口の充実と連携体制

事業概要

事業概要

　市民から市税等の各種滞納や返済に関する相談に応じ，必要な情報提供や助言・
支援を行います。

　多重債務により生活が困窮している方の相談に応じ，債務の解決を図るとともに，
生活を再建するために必要な情報の提供や助言，支援を行います。
　また，市の関係部署が連携して多重債務問題の解決に取り組むため，多重債務者
対策庁内連絡会議を開催します。

担　当　課

担　当　課

各担当課，区役所担当課

市民総務課，消費生活センター

対　　象

対　　象

市　民

市　民（多重債務者等）
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④　若者等に関する相談体制の充実
　〇若者等に対する相談・支援体制の充実

　〇若者等に対する相談・支援体制の充実

事業概要

事業概要

　若者の様々な悩み等の相談に応じ，適切な助言や情報提供を行うことを目的に，
若者支援センターにおいて相談支援を行います。

　新潟地域若者サポートステーションにおいて，臨床心理士や産業カウンセラーが，
自立に向けた助言や支援を行います。

担　当　課

担　当　課

生涯学習課

雇用対策課

対　　象

対　　象

市　民
（15歳～ 39歳までの若者）

市　民
（ニートの若者とその保護者）

　〇法的問題に関する市民相談

事業概要
　法律上の問題や人権に関わる問題について，問題解決のための情報提供や助言を
行うため，相談員による「民事相談」，専門家による「法律相談」，人権擁護委員に
よる「人権相談」を無料で実施します。

担　当　課 広聴相談課対　　象
市　民
（法的な問題を抱えている方）

　〇若者等に対する相談・支援体制の充実

事業概要
　ひきこもり相談支援センターにおいて，ひきこもり状態にある本人や家族・関係
者からのひきこもりに関する相談に応じ，必要な情報提供や助言を行うとともに，
必要に応じて訪問などを実施します。

担　当　課 こころの健康センター対　　象
市　民（ひきこもり状態の本
人とその家族・関係者等）

⑤　経営者に関する相談窓口及び支援体制の充実
　〇経営者等の相談窓口及び支援体制の充実

事業概要
　新潟ＩＰＣ財団ビジネスセンターにおいて，経営，技術，金融関係の課題に関す
る相談に応じ，必要な助言及び支援を行います。

担　当　課 産業政策課対　　象
市　民
（主に新潟市内中小企業者）
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⑥　飛び降り防止のための環境整備の充実
　〇危険な場所に対する環境整備の充実

　〇経営者等の相談窓口及び支援体制の充実

　〇危険な場所に対する環境整備の充実

事業概要

事業概要

事業概要

　市営住宅における，危険な場所への立ち入りを防止するため，定期的な巡回を行
い，施錠などの徹底化を図ります。

　中小企業主の資金調達の円滑化を図るため，状況に応じた各種制度融資の提案及
び支援を行います。

各市役所庁舎において，飛び降りを防止するため，屋上やベランダなどに施錠及び
アラーム警備を設置します。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

住環境政策課

商業振興課，区役所産業振興担当課等

総務部総務課

対　　象

対　　象

対　　象

市　民

市　民（中小企業主）

市　民



第 

３ 

章

62

①　地域における相談体制の充実
　〇新潟いのちの電話

　〇高齢者あんしん相談センター

　〇子育てなんでも相談センターきらきら

　〇障がい者生活支援センター

　〇心配ごと相談所

【関係機関の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　自殺予防のための電話相談を，年中無休，２４時間体制で実施します。

　高齢者並びにその関係者からの在宅介護や住まい，買い物支援，生きがい，認知症，
高齢者虐待等の相談に応じ，必要な助言や情報提供，専門機関へのつなぎを行いま
す。

　子育て中の保護者並びにその関係者からの子育てに関するあらゆる相談に応じ，
必要な助言や情報提供，専門機関へのつなぎを行います。

　障がい者並びにその家族からの相談に応じ，障がい者の方が地域で自立して生活
をしていくための支援を行います。

　市民からのあらゆる相談に応じ，必要な助言や情報提供，専門機関へのつなぎを
行います。

関係機関

関係機関

関係機関

関係機関

関係機関

新潟いのちの電話

新潟市社会福祉協議会

新潟市社会福祉協議会

新潟市社会福祉協議会

新潟市社会福祉協議会

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

市　民

市民 (高齢者並びにその関係
者 )

市民 ( 子育て中の家族並びに
その関係者 )

市民 ( 障がい者並びにその家
族及び関係者 )

市　民
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　〇生活福祉資金の貸付事業

　〇総合労働相談

　〇市内薬局における相談体制の充実

　〇民事法律扶助

事業概要

事業概要

事業概要

事業概要

　市民で低所得者，高齢者，障がい者や離職者等に生活福祉資金の貸付けを行い，
それらの方々の自立した生活を支援します。

　職場におけるいじめや嫌がらせ，パワハラ等の労働に関する相談に応じ，必要な
助言や情報提供等を行います。

　新潟市内の約４００カ所の薬局において，窓口対応者などが自殺予防に関する知
識を習得し，「地域のまちかど相談薬局」として相談を実施します。

　無料法律相談を行うとともに，必要な場合には，弁護士・司法書士への依頼費用
を立て替えます。

関係機関

関係機関

関係機関

関係機関

新潟市社会福祉協議会

新潟労働基準監督署総合労働相談コー
ナー

新潟市薬剤師会

日本司法支援センター新潟地方事務所
(法テラス新潟 )

対　　象

対　　象

対　　象

対　　象

市民（低所得者，高齢者，障
がい者，離職者等）

労働者，使用者

市　民

市　民（収入及び資産が一定
基準以下の方）

②　法律問題解決等に関する相談窓口及び支援体制の充実
　〇情報提供

事業概要 　法制度や専門の相談機関に関する情報を，電話または面接により無料提供します。

関係機関
日本司法支援センター新潟地方事務所
(法テラス新潟 )

対　　象 市　民
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　〇犯罪被害者支援

　〇日本弁護士連合会委託援助業務

事業概要

事業概要

　犯罪被害者支援に関する法制度や支援窓口に関する情報を，電話または面接によ
り無料提供するとともに，弁護士による支援が必要な時は，弁護士を紹介します。

　法テラスによる民事法律扶助などの制度によってカバーされない領域の問題につ
いて，日本弁護士連合会から委託を受け，法律相談や弁護士費用の援助を行います。

関係機関

関係機関

日本司法支援センター新潟地方事務所
(法テラス新潟 )

日本司法支援センター新潟地方事務所
(法テラス新潟 )

対　　象

対　　象

市　民（被害に遭われた方や
その家族）

市　民（資力基準等の条件あ
り）

❒　情報収集や情報交換を各関係機関との連携の中で密接に行い，様々な問題に対する
相談窓口の周知を図るとともに，利用しやすい相談・支援体制の充実に努めます。

❒　相談者の状況に応じ，一つの相談窓口では解決できない問題など，複雑・多様に関
係している要因に対し，包括的・横断的な支援を可能とする総合的な相談窓口の充実
に努めます。

❒　複雑で様々な問題に対応できるよう，相談員の知識・技術の向上のための研修会や
事例検討会を継続的に実施し，相談機関同士の密接な連携体制の構築を図ります。

【今後の取り組み】
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７．自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ

【重点目標】

【現　　状】

▪　自殺未遂者や家族をあたたかく見守り，支援しよう

　これまでの様々な研究から，自殺未遂から１年間，少なく見積もって半年間は再
度の自殺を図る危険が極めて高い時期であることが知られています。
　この時期に，家族や地域の見守りの体制を作り，対応することが重要となりま
す。
　自殺未遂者にとって，家族が最も身近で重要な支えとなりますが，同時に問題の
対処に苦悩する当事者でもあります。そのため，自殺未遂者本人だけでなく，大切
な家族への支援も必要となります。
　家族は一人で抱え込むことがないよう，できるだけ早期に専門の相談機関や精神
科医療へつなげることが大切です。
　行政や民生委員，関係機関が密接に連携し合い，地域で共に自殺未遂者を支えて
いくことが重要となります。

　自殺未遂者は自殺の危険性が非常に高いと言われており，自殺未遂者への適切な支援
は再度の自殺を防ぐために大変重要となります。平成19年から設置されている新潟市自
殺対策協議会においても，「自殺未遂者は救急病院で身体的治療が終わると，そのまま
帰宅している」といった課題が指摘されています。このような課題に対応するため，精
神科救急医療機関や警察，消防との連携を強化し，自殺未遂者の再度の自殺を防ぐため
の支援体制の充実が求められています。
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【市民の行動目標】

▪	相談機関や精神科医療に早期につなげよう

▶ P.67　説明７－①

▪	あたたかく見守り，やさしく声をかけ，適切に
対応しよう 

▶P.68　説明７－②

▪	相談機関，支援体制を知ろう

▶ P.69 　説明７－③

66
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【説明７－①】　▼専門機関へ早期につなげる

【表７－①】　▼態度や言動のチェック

67

【相談機関や精神科医療を早期に受けよう】
　再度の自殺を防ぐため，普段からの声かけや見守りを行い，【表７－①】自殺の
直前に見られる態度や言動などがあるか注意を払い，自殺の危険がどのくらい切迫
しているかをチェックしましょう。気になる様子がみられた場合には，家族などが，
「最近眠れていないようだけど大丈夫？一緒に医者に相談してみる？」などと声を
かけ，心配していることを伝え，相手のつらい気持ちを傾聴し，早期に相談機関や
精神科医療につながるよう提案しましょう。
　医療機関への受診の際は，本人に安心感を与え，受診をスムーズにしたり，主治
医に本人の状態を正しく伝えるためにも，家族が付き添って受診することも必要で
す。

【自殺の直前に見られる態度や言動】
◦感情不安定　　　　　　　　　　　　　　　◦激しい口論やケンカ 
◦落ち着きがない　　　　　　　　　　　　　◦危険な行為に及ぶ
◦投げやりな態度　　　　　　　　　　　　　◦人に会いたくない，支援を拒否
◦絶望感・孤独感・自責感などに襲われる　　◦身辺整理
◦アルコールや薬物の乱用　　　　　　　　　
◦自殺をほのめかす言動
　「誰もいないところへ行きたい」，「目がさめなければいい」
　「消えたい」，「いなくなりたい」　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

　自殺に追い込まれる方の直前の心の健康状態は，精神疾患に罹患していることが多いと
言われています。早期に相談機関や精神科医療に受診することが重要となります。
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【説明７－②】　▼死にたいと考えている人に出会ったら

【死にたいと考えている人に出会ったら，自殺について話題にしましょう】
　「TALK（話すこと）の原則」（高橋祥友　防衛医科大学校教授）
　① 誠実な態度で話しかける 
　② 自殺についてはっきり尋ねる 
　③ 相手の訴えを傾聴する 　（P.29  説明 3－③ 参照）
　④ 安全を確保する（医療機関や警察）

【死にたいと打ち明けられた時の支援者の心構え】
　◆ 「死にたい」は「生きたい」「助けてほしい」と救いを求める表現 
　◆ あわてず（怖がらず）話を聴く 
　　　◦穏やかに，そしてそのつらい気持ちを支持する 
　　　　つらい気持ちに寄り添って，死にたい気持ちをしっかりと受け止める
　　　◦批判的にならないこと 
　　　◦励ましたり，説教したりしない 
　　　◦告白に感謝し，真剣に傾聴して，話題を逸らさない 
　　　　死にたい気持ちや，自傷・自殺未遂について
　　　　打ち明けてくれたことをねぎらう
　◆ 自殺をしない約束をする 
　◆ 次回の約束をする（１日，１週間といのちをつなぐ）

　自殺を考えている人の心理は，「どうすることもできない」という無力感や「誰も助けて
くれない，自分は一人だ」という絶望感や孤立感などから，家族や友人などに話ができな
いことがあります。自殺未遂者など自殺の危険性の高い人に気づいたら，優しく声をかけ，
悩みや不安などのつらい気持ちに寄り添いじっくりと話を聴くことが大切です。
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①　自殺未遂者やその家族からの支援体制の充実
　〇自殺未遂者やその家族からの相談体制

【市の取り組み】

事業概要 　再度の自殺を防ぐため，自殺未遂者やその家族に対して相談を実施します。

担　当　課 こころの健康センター対　　象 市　民

❒　再度の自殺未遂及び自殺既遂を防ぐため，自殺未遂者やその家族，自殺者の親族な
どからの相談に対応するため，精神保健福祉士などの専門家による支援体制を整備し
ます。

❒　自殺未遂者の支援を推進するため，精神科医療機関や警察，消防などの関係機関と
の連携強化に努めます。

❒　関係機関などの協力を得ながら自殺未遂者及びその家族，自殺者の親族などに対し
て，パンフレットや印刷物を配布するなど，相談，支援体制に関する情報の提供を積
極的に行います。

【今後の取り組み】

【説明７－③】　▼専門相談機関・支援体制につなげる

【相談機関，支援体制を知ろう】
　本人や家族などが，相談窓口の情報を知らなかったり，自分たちだけで問題解決
を図ろうとすると，問題が複雑化・困難化してしまうことがあります。そうなる前
に，身近な相談窓口などへ気軽に相談してください。

≪身近な相談窓口≫
　P. 48 ～ 49 説明５－② 参照，P. 132「資料編 新潟市各種相談窓口一覧」参照

　不安や悩みなど，抱えている問題は，一人ひとり異なり，家族や周囲の人が話を聞くだ
けでは解決できないことが多く，専門家の援助も重要となります。
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８．遺
のこ

された人の苦痛を和らげる

【重点目標】

【現　　状】

▪　遺族をやさしく，あたたかく支援しよう

　遺族の心のケアについては，身体的，経済的な問題など複雑困難な問題が様々存
在するため，心理的なケアのみではなく，生活面での支援が重要となります。
　遺族は，自殺の偏見や周囲の誤解などから，孤立しやすく，心の苦しみを誰にも
語ることもできず，うつ病などの精神疾患を発症する可能性も高いため，自殺の危
険性も視野に入れながら総合的に支援をすることが必要となります。
　遺族の要望は，自殺の背景，故人の亡くなった時期や遺族自身やその家族が抱え
ている問題などによっても異なり，遺族の置かれている状況も時と共に変化してい
きます。
　遺族の支援では，様々な状況を十分理解するよう心がけ，遺族自身が必要と感じ
た時に利用できる適切な情報を提供するとともに，話をよく聴き，相手の気持ちを
しっかり受け止め，あたたかく寄りそうことが重要です。

　遺族の支援は，自殺総合対策大綱の重要課題として位置づけられていますが，実際に
は医療現場や地域において，遺族のケアは十分実施されているとは言い難い状況です。
　自殺は，家族や周囲の人たちに対して影響が大きく，その結果，遺族の人たちがうつ
病などの精神疾患に罹患したり，自殺に至る危険性があると言われています。
　これまで，遺族支援は公的機関が中心となり支援を行ってきましたが，国が行なっ
た調査からも多様な支援の必要性が確認され，相談・支援体制の整備が求められていま
す。（P.91 資料編 自殺対策基本法第18条 参照 ）
　今後は，遺族への支援体制を整備するとともに，遺族のための自助グループ等の地域
における活動への支援を強化していく必要があります。
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【市民の行動目標】

▪	遺族の心の痛みをわかりあおう
　
▶ P.73　説明８－②

▪	遺族の会や相談機関を知ろう

▶ P.72　説明８－①

▪	自殺の偏見をなくそう

▶ P.12 ～ 13 　説明１－①，②
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【説明８－①】　▼自死遺族の会や相談機関

≪自死遺族の会≫
　抱える悩みや悲しみを分かち合うために，自死遺族の会があり，同じ境遇に置
かれた方達が語り合う場として会を開催しています。

・虹の会（自死遺族語り合いの会）
　≪問い合わせ先≫
　　電話：０９０－４９４９－５３２０（連絡先：イシバシ）
　　または，電話：０２５－２８０－０１１３（新潟県精神保健福祉センター）

・自死遺族 分かち合い 越後「逢
あ

うる」
　≪問い合わせ先≫
　　電話：０９０－８６１３－３６４８（連絡先：逢

あ

うる さとみ）

　　E-mail（パソコン）：echigo_owl_wakachiai@yahoo.co.jp
　　　　　　　　　　　（※パソコンE-mailの「_」はアンダーバー）

　　E-mail（携　　帯）：echigo-owl-wakachiai@softbank.ne.jp
　　　　　　　　　　　（※携帯E-mailの「－」はハイフン）
　　ＦＡＸ： ０２５－２３１－３３１３
　　お便り：〒９５１－８５０７　
　　　　　　新潟市中央区西堀前通6番町894番地1 西堀6番館ビル3階
　　　　　　新潟市市民活動支援センター内　「逢

あ

うる」さとみ

　心理的な問題だけではなく，身体的・経済的などの問題が多岐に渡るため，ど
こに相談したらいいか分からないのでお知りになりたい方は身近な相談窓口や相
談窓口情報マップを活用してください。
　
≪身近な相談窓口≫
　P.48～49 説明５－② 参照，P. 132「資料編 新潟市各種相談窓口一覧」参照

　自責の念や苦しみ，言葉にできない思いなどを軽減するため，遺族が相談機関などに相
談することも大切な一歩となります。
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【説明８－②】　▼遺族にあたたかい理解と見守りを

【自殺は追い込まれた末の死】
　自殺は，個人的な問題だけではなく，周囲の家族などに対しても影響が大き
く，遺族は，悲しみや怒り，不安などの自責の念に襲われ，様々な状況から心身
共に問題を抱える場合が多くあります。
　遺族やその関係者は，周囲の人がいつも通りに声をかけた時の何気ない言動や
態度などで，心理的にさらに傷つき苦しむ場合があります。
　遺族は，心理的なものだけではなく，経済的な問題など多くの問題があり，悩
みや不安な気持ちで押しつぶされそうになっています，そのため，「一人じゃな
いんだよ」などのあたたかい言葉がけや気配りなど，周囲の人が支えてあげるこ
とも大切となります。

【 自殺者親族等の実態】
・自殺問題に関する中高年男女を対象とした調査によると，４人に１人の割合で
身近な人の自殺を経験しているとされ，身近な人の自殺を経験している人の
数は非常に多く，誰もが自殺者親族となりうる可能性がある。

・日常生活における様々な悲嘆は，多くの場合，適切な周囲の理解や自らの力に
より，時間をかけて自然に乗り越えていくことができるが，身近な人を自殺
で失った際の悲嘆は，非常につらく，しかも，社会における理解不足や悲嘆
を乗り越えるための支援が不足していることが多く，耐え切れないほどの，
重い，長期化した，または独特な体験をすることがある。

・「必要な情報が届かない」，「周囲の理解が得られにくい」，「分かち合えな
い」，「家族内に問題が生じる」，といった特有の状況に陥りやすく，心理
的にも社会的にも孤立することがある一方で，自ら支援を求めない・求める
ことができない自殺者親族等もいる。

・自殺者親族等は，健康不安，日常生活上の困難，残された借金，過労死等で
の裁判，子どもの養育，親族間の問題といった，保健医療，心理，福祉，経
済，法律等に関わる多様な問題を複合的に抱えている。

【自殺未遂者・自殺者親族等のケアに関する検討会報告書より抜粋（平成２０年３月）】

　自殺は，心理的に追い込まれた末の死であり，社会全体で取り組むべき課題であるとい
う認識を持つとともに，遺族の方に対して，あたたかい声かけや見守る姿勢が重要となり
ます。
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①　自殺や自殺未遂者の発生直後の遺された周りの人々に対するケアの充実
　〇精神保健福祉相談員等による相談

　〇保健師による相談

　〇自助グループ支援及び連携強化

【市の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

　電話及び面接にて，随時，こころの健康に関する相談を実施します。

　遺族からの相談に電話及び面接にて相談に随時対応し，必要な場合，家庭訪問を
随時行います。

　相談機関や遺族の相談に応じ，自助グループ等の情報提供を行うとともに，自助
グループからの相談に応じ，情報提供や助言・支援を行います。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

こころの健康センター

区役所健康福祉課
地域保健福祉センター

こころの健康センター

対　　象

対　　象

対　　象

市　民

市　民

自死遺族の会
自助グループ

①　自助グループの支援
　〇自死遺族語り合いの会　虹の会

【関係機関の取り組み】

事業概要
　２カ月に１回，第１木曜日に，自死遺族を対象に，悲しみ等を語り合うことを目
的に，語り合いの会を開催します。

関係機関 自死遺族語り合いの会 虹の会対　　象
家族や親しい友人を自死で亡
くした遺族
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　〇自死遺族　分かち合い　越後「逢
あ

うる」

事業概要
　毎月第２日曜日または第３日曜日に，自死遺族（家族や親族）を対象に，悲しみ
や苦しみなどを語り合うことを目的に，分かち合いの会を開催します。

関係機関 自死遺族 分かち合い 越後「逢
あ

うる」対　　象
家族や親族で自死で身近な人
を亡くした遺族

❒　遺族に対する相談・支援体制の充実を図ります。

❒　相談窓口や自助グループのパンフレットを作成し，遺族に対して情報提供を行いま
す。

【今後の取り組み】
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９．民間団体との連携を強化する

【重点目標】

【現　　状】

▪　民間団体との地域における密接な連携体制を図ろう

　自殺対策においては，顔の見える関係機関同士の密接な連携が大切です。
　様々な分野の関係機関で，それぞれが個別に実施していた人材育成や情報の発信
などを協働で実施することにより，より効果的な自殺対策が推進できます。
　尊い命を一人でも多く救うため，それぞれの関係機関同士が，横断的な連携をと
り自殺対策に取り組めるような地域での連携体制の強化を図っていきましょう。

　自殺対策を進める上で，民間団体の活動は不可欠です。遺族や支援者などが，ボラン
ティアとして参加している民間団体の相談活動などの取り組みは，自殺の危機にある多
くの人の支えとなっています。
　様々な要因に包括的に取り組むために，様々な分野の人々や組織同士の密接な連携が
重要です。

【市民の行動目標】

76

▪	自殺対策の連携体制を知ろう

▶ P.77　説明９－①
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【説明９－①】　▼自殺対策における連携体制

【新潟市自殺対策協議会】
◆平成１９年から新潟市自殺対策協議会を設置し，自殺対策の推進に向けて地域
の自殺の実態把握，対策の検討，各関係機関・団体の担うべき役割の明確化
と情報交換，連携体制の整備などを協議しています。この協議会で協議する
内容は，市民に公開しており，また傍聴することもできます。

◆当協議会の会議録については，新潟市こころの健康センターのホームページに
掲載しているため，協議内容を自宅などでも知ることもできます。

（http://www.city.niigata.lg.jp/shisei/gyoseiunei/fuzokukikan/sonota/
hokeneisei/kokorocenter/zisatsukyogi.html）

【関係機関同士の連携体制】
　各関係機関が顔の見える連携をすることにより，総合的で実働的な支援体制が構
築されます。
「この課題はこの機関の○○に相談しよう」というような，関係機関同士の「つな
ぎ」で，支援体制にも奥行きや広がりを持つことができます。
　各関係機関同士，より連携を深め，それぞれの団体の専門性や得意分野を活かし
合い，お互いの足りない部分を補いながら，具体的かつ有効な支援をしていくこと
が重要となります。

　自殺対策に関係する様々な関係機関・団体同士が情報の共有化を図り，緊密な連携体制
の中で，協働しながら自殺対策に取り組むことが大切となります。
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①　自殺を考えている人を関係者が包括的に支えるしくみづくり
　〇医療機関同士の連携体制の構築

　〇保健・医療・福祉連絡会議の開催

　〇コミュニティ協議会との連携強化

【市の取り組み】

事業概要

事業概要

事業概要

　医療機関同士の連携強化を図るため，自殺予防対策について，新潟市医師会，新
潟市歯科医師会と取り組み状況などについて，意見交換等を実施します。

　地域の民生委員，介護保険事業者，福祉・医療専門機関と，相互間の情報共有を
図り，連携強化を図ります。

　自殺の危険性がある市民に適切に対応できる地域の体制を作るため，コミュニ
ティ協議会と連携し，支援窓口・制度などの情報提供を行います。

担　当　課

担　当　課

担　当　課

こころの健康センター，
保健衛生総務課（地域医療推進室）

区役所健康福祉課，
地域保健福祉センター

コミュニティ支援課，区役所地域課

対　　象

対　　象

対　　象

新潟市医師会
新潟市歯科医師会

民生委員（介護保険事業者，
福祉・医療専門機関など）

コミュニティ協議会

　〇民生委員・児童委員協議会との連携強化

　〇マスメディアとの連携

事業概要

事業概要

　自殺の危険性がある市民に適切に対応できる地域の体制を作るため，各地区民生
委員・児童委員協議会と情報共有及び連携強化を図ります。

　効果的な普及啓発の実施及び自殺対策に関する取り組み状況等を周知するため，
様々な媒体を用いて情報の提供を行います。

担　当　課

担　当　課

福祉総務課，区役所保護課，
区役所健康福祉課

こころの健康センター

対　　象

対　　象

地区民生委員・児童委員

市内既存マスメディア
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　〇他種職・専門機関との連携体制の充実

【関係機関の取り組み】

事業概要
　自殺に対しての相談等を受けた時に，適切な専門機関につなげるため，他種職・
専門機関との連携体制の充実を図ります。

関係機関 新潟市薬剤師会対　　象 関係機関

❒　行政機関，民間団体において，具体的な連携方法や，効果的な対策を講じるための
機会の充実を図ります。

❒　自殺対策協議会における実務者レベルでの連携により，様々な関係機関との顔の見
える関係を構築していきます。

【今後の取り組み】
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新潟市の自殺総合対策推進体制

　市民の自殺総合対策を推進していくためには，市民や関係機関・団体がそれぞれの役

割を果たすとともに，互いに手をつなぎ連携していくことが必要です。

 本計画では，それぞれの役割を明確にし，これまでの連携体制・推進体制のより一層の

強化を図っていきます。

80
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市民の役割

家庭の役割

地域の役割

学校の役割

職場の役割

　自殺者の減少を図るため，市民一人ひとりが，自殺対策の重要性を理解し，自殺対策
の主役として取り組みましょう。
　また，自らの心の健康状態や身近な人たちの変化に気づくことができるよう，自殺対
策についての知識を学ぶことも大切です。

　家庭は最も身近な存在であるとともに，気楽に語ることができ，よき理解者，支援者
がいる場所です。
　また家庭が，心の健康を保つために安らぎのある憩いの場所となることが重要となり
ます。

　地域には，民生委員や市役所，区役所，地域保健福祉センターなどの身近な相談窓口
があり，それぞれの関係機関が連携することにより，自殺の危険性の高い人への早期介
入が期待されます。
　また，家庭や学校，職場など地域の様々な関係機関が連携することにより地域の特性
を活かした支援をしていくことも重要となります。
　地域の中で，共に支え合い協力し合いながら，市民一人ひとりを支えていくことが大
切となります。

　学校では，命の尊さなどを学ばせる教育や相談体制の充実，いじめ問題への対応など
の施策を通じて，自殺予防対策の一層の充実を図ることが求められています。
　また，児童生徒の日常的な心身の健康状態を把握し，いつもと違う様子に気づいた時は，
家庭，専門機関などと密接な連携を取り，早期発見・早期対応ができる学校内の組織体
制の整備と併せ，地域や民間団体が連携した相談体制の充実や，学校・地域における子
供の居場所づくりなど，子どもを見守り育てるネットワークの構築に向けた取り組みが
重要となってきます。

　職場では，メンタルヘルス対策の充実，心の健康問題に対する正しい知識の啓発・普及，
心の健康問題を相談しやすい環境を作ることなどが重要です。
　その中核となる機関として，メンタルヘルス支援センター，地域産業保健センターや
地域障害者職業センターなどの支援体制を充実し，事業所や地域との総合的な連携によ
る取り組みが求められます。
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医療・保健の役割

マスメディアの役割

関係機関・団体の役割

新潟市自殺対策協議会の役割

　うつ病患者など自殺の危険性を抱える人の早期発見・早期対応を図ることは重要です。
適切な医療や支援につなげるために，診療に関する知識や技術の向上及び，かかりつけ
医と精神科医の連携体制の強化に向けた取り組みが求められます。
　地域保健においては，心の健康づくりの推進と併せ，相談体制の充実や自殺や精神疾
患に対する偏見をなくす取り組みが重要です。

　市民は，新聞，テレビやインターネットなどの様々なところから情報を得ることができ，
特にインターネットは，情報量も多いため，どの情報が正しいのか判断するのが難しい
状況があります。
　また情報だけに頼り，偏った知識などにより，自殺に結びついてしまう危険性もあり
ます。
　そのため，マスメディアは，ＷＨＯ（世界保健機関）の「自殺予防・メディア関係者
のための手引き」に基づき，自殺の報道については，十分注意が必要です。また市民に
向けて，こころの健康問題について，正しい知識の啓発・普及をすることが大切となり
ます。(資料編 P.151  資料８ 参照）

　自殺対策は，保健・医療・福祉・教育・法律・警察・消防・産業保健など，様々な分
野の関係機関・団体との密接な連携が重要で，総合的で実働的な支援体制が求められます。
　関係機関同士，それぞれの専門性や得意分野を活かし合い，足りない部分を補いながら，
具体的かつ有効な支援を行っていくために，お互いの顔の見える関係づくりの中で連携
を強化していくことが大切です。

　関係機関・団体などの代表による自殺対策協議会は，総合的，複合的な自殺対策を市
全体で総力を挙げて推進していくために，連携の強化を図り，この行動計画の推進，評
価を行っていきます。
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新潟市自殺総合対策庁内推進会議の役割

市の役割

　市の関係各課の代表による自殺総合対策庁内推進会議は，庁内関係各課の連携を強化
し，自殺対策の充実に向けて，｢新潟市自殺総合対策庁内推進計画」の推進，評価を行っ
ていきます。
（参照：市ホームページ
　　http://www.city.niigata.lg.jp/iryo/kokoro/jisatsu/zisatsu.html）

　市は，一人でも多くの尊い命を救うため，市民の心の健康づくりに努め，市民，地域，
関係機関・団体などと密接に連携し，総合的かつ計画的に，また地域の実情に沿った効
果的な自殺対策を推進していきます。


